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１ はじめに 

第３章 



  

 

（１）アクションプランの趣旨 

アクションプランは、長期ビジョン（基本構想）で定める伊勢崎市将来ビジョン「えがお咲く未来へ 持続可

能な共生都市 いせさき」を実現するため、市全体で推進する具体的な方策をまとめた行動計画です。 

 

（２）計画期間 

前期アクションプランは、令和７年度（2025 年度）から令和 11 年度（2029 年度）までの５年間の計画とします。 
 

令和７年度 

（2025 年度） 

令和８年度 

（2026 年度） 

令和９年度 

（2027 年度） 

令和 10 年度 

（2028 年度） 

令和 11 年度 

（2029 年度） 

令和 12 年度 

（2030 年度） 

令和 13 年度 

（2031 年度） 

令和 14 年度 

（2032 年度） 

令和 15 年度 

（2033 年度） 

令和 16 年度 

（2034 年度） 

          

          

 

（３）アクションプランの体系 

 長期ビジョン（基本構想）において、伊勢崎市将来ビジョン「えがお咲く未来へ 持続可能な共生都市 いせ

さき」を実現するため、７つの「政策」と政策ごとに今後 10年間で達成する「政策のゴール」を定めました。 

前期アクションプランでは、「地区別計画」、「重点プロジェクト」、「重点施策」の３つのアプローチにより、

「政策のゴール」の達成に向けた取組を推進していきます。 
 

 
合併前の市町村単位である伊勢崎、赤堀、東、境の４地区について、地域の特性や強み・課題などを整

理し、前期アクションプランの計画期間における地域づくりの方向性・振興策を示すものです。 

各地区が特色を生かして発展し相互に連携する「地域間の共生」を推進し、４地区が一体となった魅力

的な伊勢崎市を目指すためのものとして位置付けます。 
 

 
緊急性・重要性が高く、令和７年度（2025年度）から令和 11年度（2029年度）までの５年間で優先して

取り組むべき課題を、施策横断的に５つのプロジェクトとしてパッケージ化し、これらの解決に向けた取

組を掲げるもので、これを「伊勢崎市版総合戦略」として位置付けます。 
 

 
長期ビジョン（基本構想）の方向性に沿った、市が重点的に推進すべき取組を、７つの政策に対して 36

の施策に整理し掲げるものです。 

 

 

 

地区別計画 

重点プロジェクト 

重点施策 

長期ビジョン（基本構想） 
令和７年度(2025 年度)～令和 16 年度(2034 年度) 

（10 年間） 

前期アクションプラン 
令和７年度（2025 年度）～令和 11 年度(2029 年度) 

（５年間） 

後期アクションプラン 
令和 12 年度(2030 年度)～令和 16 年度（2034 年度） 

（５年間） 
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７つの「政策」と「政策のゴール」 
 

【体系のイメージ図】 

前
期
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ラ
ン 

７ 共生・共創・行財政政策 
【ゴール】 互いに認め合い、共に創る、未来に向かって持続発展できるまち 

36の重点施策 

伊勢崎市将来ビジョン 

えがお咲く未来へ 持続可能な共生都市 いせさき 

 地区別計画 

１ 子育て・教育政策 
【ゴール】 

未来の担い手が育ち、 
全ての人が成長し続けられるまち 

３ 産業・観光・文化政策 
【ゴール】 

経済の好循環が生まれ、 
活気にあふれ人が集えるまち 

５ 安心安全政策 
【ゴール】 

１人ひとりが日頃から安全を意識し、 
安心して暮らせるまち 

４ まちづくり政策 
【ゴール】 

住環境と自然環境が調和した、 
心地良い空間で暮らせるまち 

２ 健康・福祉政策 
【ゴール】 

誰もが健康で 
互いに支え合いながら 
生き生きと暮らせるまち 

６ 環境政策 
【ゴール】 

あらゆる活動で環境に配慮し、 
１人ひとりが脱炭素社会や循環型社会の

実現に向けて行動できるまち 
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共
生
・共
創
・行
財
政
政
策
の
重
点
施
策 

 重点プロジェクト（伊勢崎市版総合戦略） 

少子高齢化対策プロジェクト 

産業活性化プロジェクト 

暮らしの安心実現プロジェクト 

共生社会実現プロジェクト 

「ＤＸ推進プロジェクト」は、他の４つのプロジェクトの 

デジタル活用を下支えする環境整備として位置付ける 

ＤＸ推進プロジェクト 

「７共生・共創・行財政政策」は、他の６つの政策を 
下支えするものとして位置付ける 

（４） （７） （３） （４） （６） （７） （５） 

括
弧
内
は
重
点
施
策
の
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赤堀
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東地区

境地区

伊勢崎
地区

地域間 
の共生 

 



 

 

（４）「ＳＤＧｓ」と「いせさきＧＸ」の推進 

前期アクションプランの推進に当たっては、ＳＤＧｓの理念を念頭に推進していきます。ＳＤＧｓとは、

「Sustainable Development Goals」の略語で、平成 27 年（2015 年）９月の国連サミットで採択されたもので

す。令和 12 年（2030 年）までの長期的な開発の指針「持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」の中核

をなす「持続可能な開発目標」であり、国際社会共通の目標です。その内容は、持続可能な世界を実現す

るための包括的な 17 の目標及び細分化された 169 のターゲットから構成され、地球上の「誰一人取り残さ

ない」社会の実現を目指し、経済・社会・環境をめぐる広範な課題に対する統合的な取組が示されています。 

我が国においては、平成 28 年（2016 年）に「ＳＤＧｓ実施指針」が策定され、関係府省庁が一体となって

推進しています。地方創生の分野においても、ＳＤＧｓの理念に沿った取組が展開されており、平成 30 年

（2018 年）以降、内閣府では、ＳＤＧｓの達成に向けた取組を積極的に推進する自治体を「ＳＤＧｓ未来都市」

として選定しています。各地域において行政、民間事業者及び市民等の異なる主体（ステークホルダー）が

連携し、経済・社会・環境の各分野をつなぐ統合的取組による持続可能なまちづくりと地域活性化が進めら

れています。 

以上の社会的な情勢を踏まえ、本市においても、ＳＤＧｓという新たな理念を本市の政策に積極的に取り

入れていくこととしており、令和６年（2024 年）５月には国が進める「ＳＤＧｓ未来都市」に選定されました。 

ＳＤＧｓ未来都市としての取組をとりまとめた「ＳＤＧｓ未来都市計画」では、「Transforming our City ISESAKI

～持続可能な多文化共生都市を目指して～」を掲げ、多文化共生の推進を軸に、経済・社会・環境の３つ

の側面における相乗効果・好循環の実現を目指すこととしています。ＳＤＧｓに係る進行管理はＳＤＧｓ未来

都市計画において実施しますが、総合計画の推進に当たっても、ＳＤＧｓの理念を念頭に置いて取組を進

めていくこととします。また、多様なステークホルダーの連携の下、経済・社会・環境の各分野をつないだ政

策の全体最適化や地域課題解決の加速化など、地方創生の取組を一層充実させていきます。 

 

 

 

【イメージ図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＳＤＧｓの更なる推進 

出典：国連広報センター 

前期アクションプランの推進 



 

 

更に、本市独自の取組として、「いせさきＧＸ」を推進します。ＧＸとは、「Green Transformation」の略語で、

経済産業省は、「脱炭素社会の実現のために、化石エネルギー中心の産業構造・社会構造をクリーンエネ

ルギー中心に転換するもの」と定義しています。 

一方、いせさきＧＸは、「脱炭素に限定せず、一般的な環境問題への対応として、あらゆる主体が進める

全ての取組を環境配慮という観点から検討・実行するもの」と定義し、この考えの下で前期アクションプラン

における全ての取組を進めることで、更なるＳＤＧｓの推進を図ります。まちづくりにおいて、「環境」は全て

の市民が同じ価値観の下で議論できる統一のテーマでもあることから、市民、企業、行政等の垣根を越え

て、いせさきＧＸという共通認識の下、環境にやさしく、持続可能な経済・社会の実現に取り組んでいくことと

します。 

前期アクションプランの推進に当たっては、以上のＳＤＧｓの理念及びいせさきＧＸの考え方を念頭に、将

来にわたって成長力を確保し、人々が安心して暮らせる持続可能な伊勢崎市の実現に取り組んでいきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

市が行う全ての施策・取組 

いせさきＧＸの考え方 
「広く環境に視点を合わせた変革」 

市が進める全ての施策や事業に「環境配慮」を取り入れ、市の取組のどこを取っても環境に

配慮されている状態を目指します。 

ＳＤＧｓの理念 
地球上の「誰一人取り残さない」社会の実現を目指し、経済・社会・環境をめぐる広範な

課題に対して統合的に取り組む。 

  



 

 

【重点施策とＳＤＧｓの対応】 

  

政策 重点施策 
１ 

２ 
３ 

子育て・教育政策 

1-1 子どもを産み育てる環境づくりの推進   ○ 

1-2 幼児教育・学校教育の充実    

1-3 １人ひとりに寄り添う教育の推進 ○  ○ 

1-4 児童・生徒の健全な心身の育成  ○ ○ 

1-5 子どもから若者までの支援の充実    

1-6生涯を通じた学びの機会の充実    

1-7誇れる文化財の保護・継承    

健康・福祉政策 

2-1健康づくりと疾病予防の推進   ○ 

2-2地域医療体制の充実   ○ 

2-3社会保険制度の健全な運営   ○ 

2-4スポーツを楽しむ環境づくりの推進   ○ 

2-5地域の支え合いによる福祉の増進 ○ ○ ○ 

2-6高齢者の生き生きとした暮らしの推進   ○ 

2-7障害者への支援の充実   ○ 

産業・観光・文化政策 

3-1商工業の振興と安心して働ける環境づくりの推進 ○   

3-2企業誘致の推進と販路拡大の促進    

3-3効率的かつ安定的な農業の推進  ○  

3-4特長のある観光の創出と振興    

3-5文化活動の継承と振興    

まちづくり政策 

4-1適正な土地利用と良好な景観形成    

4-2魅力ある市街地の形成    

4-3効率的かつ効果的な道路インフラの整備    

4-4利便性の高い公共交通ネットワークの確立   ○ 

4-5安定した水道水の供給と下水処理の適正化    

4-6心安らぐ住環境の整備 ○  ○ 

安心安全政策 

5-1災害に強いまちづくりの推進    

5-2防犯力の向上と消費者保護の推進    

5-3交通安全対策の推進    

5-4消防・救急体制の充実と強化   ○ 

環境政策 

6-1脱炭素社会の推進    

6-2循環型社会の推進    

6-3豊かな自然環境の保全と衛生的な生活環境の推進    

共生・共創・行財政政策 

7-1 互いに認め合う多文化共生の推進    

7-2人権を尊重するまちづくりの推進    

7-3協働まちづくりと地域活動の推進    

7-4効率的かつ安定的な行財政経営の推進    

 

 



 

 

 

ＳＤＧｓ 

 ４ 
５ ６ ７ ８ ９ 10 

11 
12 

13 14 15 16 17 

○    ○  ○ ○     ○  
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（５）進行管理 

社会情勢が目まぐるしく変化している中、多様化・複雑化する行政課題に的確かつしなやかに対応して

いくためには、目的と手段を明確にし、目指す姿の達成状況について継続的に管理することが必要です。 

前期アクションプランの推進に当たっては、Plan（計画）、Do（実行）、Check（評価）、Action（改善）の４つ

の段階を連動させたＰＤＣＡサイクルを確立します。 

市民意識調査により各重点施策の満足度及び重要度を調査し、市民の意向を把握するとともに、外部

有識者等による外部評価を実施し、効果検証を行い、施策や事業の見直し、修正を行います。 

効果検証では、前期アクションプランに定める各指標に基づき進捗状況や効果を検証することとし、必要

に応じて目標値や指標の見直しを行うこととします。 

 

 

 

【ＰＤＣＡサイクルのイメージ】 

 

・アクションプランの策定 

※行政評価：数値目標などを通じて、施策や事業を妥当性、効率性などの視点から客観的に評価し、行政運営を改善していく手法。 

・ 行政評価※の実施 

・予算の編成 



 

 

２ 地区別計画 

第３章 



（１） 地区別計画とは 

 

地区別計画策定の趣旨 

 本市は、平成 17年（2005年）に伊勢崎市、赤堀町、東村、境町の４市町村の合併により、新しく人口 20

万人の「伊勢崎市」として生まれ変わり、令和７年（2025年）１月１日には新市誕生から 20年を迎えました。 

地区別計画は、合併前の市町村単位である伊勢崎、赤堀、東、境の４地区について、地域の特性や強

み・課題などを整理し、前期アクションプランの計画期間における地域づくりの方向性・振興策を示すもので

す。 

各地区が特色を生かして発展し相互に連携する「地域間の共生」を推進し、４地区が一体となった魅力

的な「伊勢崎市」を目指すためのものであり、第３次伊勢崎市総合計画前期アクションプランの柱の１つとし

て位置付けます。 

地区ごとに開催した市政懇談会等により、地区住民の意見を聴取し、多くの市民の参画により策定しま

した。 

 

 

地区別計画の構成 

地区別計画の構成は、下表のとおりです。「地域づくりの方向性・振興策」では、前期アクションプランの

重点施策のうち、関連性の高いものを方向性・振興策ごとに示しています。 

 なお、各地区共通の課題については、重点施策として全市的に取組を推進していきます。 

 

項目名 概要 

地域の特性 

（地理的特徴・地域資源・地域活動） 

各地区の地理的な特徴、独自の文化、イベント、活動などを整理

して掲載しています。 

データでみる地域の現状 
これまでの人口の推移など、各地区の定量的なデータや市民意

識について掲載しています。 

地域の強み・課題 
生かすべき地域資源やインフラなどの良いところ、困り事や不便

な点といった、地域の強みや課題を整理して掲載しています。 

地域づくりの方向性・振興策 
地域の特性や強み・課題を踏まえ、各地区における取組の方向

性や振興策を掲載しています。 

 

 

 

 

 



 

＜第３次伊勢崎市総合計画の構成と地区別計画の区域＞ 

 

 

 

長期ビジョン

（基本構想）

アクションプラン

赤堀地区

東地区

境地区

伊勢崎地区

伊勢崎地区 

赤堀地区 

東地区 

境地区 

 

地
区
別
計
画 

 

重点施策 

重点プロジェクト 

地域間 
の共生 



（２） 地区別計画 

 

 

 
 

地域の特性（地理的特徴・地域資源・地域活動） 

◼ 市の西部に位置し、西側は前橋市と玉村町、南側は利根川を挟んで 

埼玉県本庄市に接しています。 

◼ 伊勢崎駅、新伊勢崎駅が位置しており、ＪＲ両毛線及び東武伊勢崎線

の２路線が利用可能となっています。両駅を中心に、商業施設や文化・

行政サービス施設などの各種都市機能が集積し、本市の中心市街地

を形成しています。 

◼ 北部を東西方向に北関東自動車道及び一般国道 17号上武道路が通っており、地域内に設置されて

いる北関東自動車道の波志江パーキングエリアにはスマートインターチェンジが設置されています。 

◼ 南西部には利根川、北西から南東にかけて利根川の支流である広瀬川、粕川、韮川が流れています。 

◼ 遊園地を含む華蔵寺公園などの大規模な公園が立地しており、市内外から多くの人が来園しています。  

◼ 西部には大規模商業施設が集積するとともに、伊勢崎オートレース場が立地しており、市内外から多く

の人が集まってきています。 

◼ 地域のイベント等：華蔵寺公園花まつり、いせさきまつり、いせさき燈華会
と う か え

、いせさき初市 等 

 

 

 

 

 

 

 

データでみる地域の現状 

人  口（令和６年４月１日）：130,960人（市全体の 61.8％）  

世帯数（令和６年４月１日）：61,096世帯（市全体の 63.6％）  

 

 

 

 

 

 

 

   

【華蔵寺公園遊園地】 【伊勢崎駅】 【いせさきまつり】 

伊勢崎地区 

出典：住民基本台帳（各年４月１日） 出典：令和５年度市民アンケート調査 
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地域の強み・課題 

強み 課題 

⚫ 市内高校・大学の集積 

⚫ 農業・商業・工業の均衡ある発展 

⚫ 産業団地への企業進出 

⚫ 道路交通網の利便性 

⚫ 農地の集約や担い手の確保 

⚫ 中心市街地の更なる活性化 

⚫ 地域防災力の強化 

⚫ 水害への備え 

地域づくりの方向性・振興策 

◼ 教育振興による子育てしやすい地域づくり 

上武大学と東京福祉大学をはじめとする高等教育機関が立地する強みを生かし、市と様々な教育機関

との連携を推進することで、地域内に留まらず市全体の学校教育と生涯学習の充実を図ります。これによ

り、子育て世代の教育面でのニーズに応え、子育てしやすい地域づくりに取り組みます。 

➢ 関連する重点施策 【1-2】幼児教育・学校教育の充実 【1-6】生涯を通じた学びの機会の充実 

 

◼ 交通利便性を生かした農業・商業・工業の均衡ある発展 

各所に広がる良好な農地や産業団地、西部の伊勢崎オートレース場や大規模商業施設など、地区内の

多様な地域資源と、２つの鉄道駅や高速道路のインターチェンジ、国道などの交通利便性を生かし、農業・

商業・工業のバランスが取れた発展を推進します。 

➢ 関連する重点施策 【3-1】商工業の振興と安心して働ける環境づくりの推進 

【3-2】企業誘致の推進と販路拡大の促進 【3-3】効率的かつ安定的な農業の推進 

【4-1】適正な土地利用と良好な景観形成 【4-3】効率的かつ効果的な道路インフラの整備 

 

◼ 観光振興と中心市街地のにぎわいの創出 

華蔵寺公園遊園地や伊勢崎オートレース場、いせさきまつりなどの地域資源を活用した観光振興を図る

とともに、官民連携により中心市街地に更なるにぎわいを創出することで、市内外から多くの人が集まる魅

力的な観光・レクリエーション拠点の形成を推進します。 

➢ 関連する重点施策 【3-4】特長のある観光の創出と振興 【4-2】魅力ある市街地の形成 

 

◼ 水害に強いまちづくりの推進 

台風や大雨により洪水が発生した場合、南部を中心に広い範囲で浸水が想定されることから、行政、関

係団体、自主防災組織等が一体となった防災体制の強化を進めます。河川や水路等の溢水
いっすい

※を解消する

ための治水対策を推進し、水害に備えます。 

➢ 関連する重点施策 【5-1】災害に強いまちづくりの推進 

 

※溢水
いっすい

：河川などの水があふれ出ること。 



 

 

 

 

 
 

地域の特性（地理的特徴・地域資源・地域活動） 

◼ 市の北部に位置し、前橋市、桐生市、みどり市に接しています。 

◼ 道路網としては、一般国道 17号上武道路と一般国道 50号が通ってお

り、広域幹線道路として一般国道 50号前橋笠懸道路も整備が進めら

れています。また、南部には、隣接して北関東自動車道の伊勢崎インタ

ーチェンジが設置されています。 

◼ 粕川や早川などの河川や用水が流れているほか、まとまりのある樹林

地を有する自然豊かな地域です。 

◼ あかぼり小菊の里や赤堀花しょうぶ園、赤堀せせらぎ公園などの自然的な地域資源が立地しています。 

◼ 史跡女
おんな

堀
ぼり

や赤堀茶臼山古墳をはじめとする歴史・文化的な地域資源が点在しています。 

◼ 広大な土地を利用した新たな住宅地の開発も進んでおり、人口が増加している地域です。 

◼ 地域のイベント等：赤堀花しょうぶ園まつり、赤堀夏まつり、あかぼり小菊の里まつり、欅祭あかぼり 等 

 

 

 

 

 

 

 

 

データでみる地域の現状 

人  口（令和６年４月１日）：24,218人（市全体の 11.4％）  

世帯数（令和６年４月１日）：10,305世帯（市全体の 10.7％）  

   

 

 

 

 

 

 

 

 

【あかぼり小菊の里】 【赤堀花しょうぶ園】 【赤堀夏まつり】 

赤堀地区 

出典：住民基本台帳（各年４月１日） 出典：令和５年度市民アンケート調査 
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地域の強み・課題 

強み 課題 

⚫ 史跡女堀などの歴史・文化的な地域資源 

⚫ 豊かな自然環境 

⚫ 道路交通網の利便性 

⚫ 人口の増加傾向 

⚫ 地域コミュニティの活性化 

⚫ 持続可能な農業への取組 

⚫ 生活道路等の整備 

地域づくりの方向性・振興策 

◼ 歴史・文化的な地域資源を生かした活力あるまちづくり 

史跡女堀や赤堀茶臼山古墳をはじめとする遺跡・史跡などの歴史・文化的な地域資源を保全活用すると

ともに、赤堀歴史民俗資料館での保存・情報発信に努めます。また、地区内の山車が一堂に会する赤堀夏

まつり等の伝統的行事の振興により、地域の歴史・文化を継承するとともに地域コミュニティの活性化を図

ります。 

➢ 関連する重点施策 【1-7】誇れる文化財の保護・継承 【3-5】文化活動の継承と振興 

【7-3】協働まちづくりと地域活動の推進 
 

◼ 豊かな自然環境の保全と活用 

あかぼり小菊の里や赤堀花しょうぶ園、赤堀せせらぎ公園などの自然的な地域資源を保全活用するとと

もに、道路交通網の利便性を生かして、地域の豊かな自然環境に触れることのできる魅力的な観光・レクリ

エーション拠点の形成を推進します。 

➢ 関連する重点施策 【3-4】特長のある観光の創出と振興 【4-6】心安らぐ住環境の整備 

【6-3】豊かな自然環境の保全と衛生的な生活環境の推進 
 

◼ 道路交通網を生かした活力ある産業の推進 

農業生産基盤の整備を進め、良好な農地を保全するとともに、一般国道 50号前橋笠懸道路の整備計

画、一般国道 17号上武道路や一般国道 50号による近隣地域へのアクセス性、北関東自動車道の伊勢

崎インターチェンジへの近接性といった広域的な交通利便性の高さを生かし、市北部における産業拠点形

成の推進と、雇用の創出を図ります。 

➢ 関連する重点施策 【3-2】企業誘致の推進と販路拡大の促進  

【3-3】効率的かつ安定的な農業の推進 【4-1】適正な土地利用と良好な景観形成 

【4-3】効率的かつ効果的な道路インフラの整備 
 

◼ 安全でゆとりある居住環境の形成 

人口の増加傾向を踏まえ、生活道路における幅員４ｍ未満の狭あい道路の解消、危険性の高い道路の

整備などに地域住民や関係機関と連携して取り組み、安全で落ち着きのある市街地環境を保護します。ま

た、地域の豊かな自然環境の保全と計画的な土地利用の推進により、ゆとりある良好な居住空間を形成し

ます。 

➢ 関連する重点施策 【4-1】適正な土地利用と良好な景観形成 

【4-3】効率的かつ効果的な道路インフラの整備 【4-6】心安らぐ住環境の整備 

【6-3】豊かな自然環境の保全と衛生的な生活環境の推進 

 



 

 

 

 

 

 

地域の特性（地理的特徴・地域資源・地域活動） 

◼ 市の東部に位置し、太田市に接しています。 

◼ ＪＲ両毛線の国定駅が設置されており、鉄道を利用することで中心

市街地への移動が可能となっているほか、前橋方面、桐生方面へ

のアクセス性を高めています。 

◼ 道路網としては、一般国道 17号上武道路が西部を南北に通っているほか、

主要地方道桐生伊勢崎線及び足利伊勢崎線が通っています。 

◼ 良好な田園環境が広がるほか、集客力の高い大規模商業施設が立地し、広域から多くの人が訪れ

る商業地を形成しています。また、あずま支所周辺には、行政サービスをはじめとする暮らしを支える

生活関連サービス施設が集積しています。 

◼ 小泉稲荷神社及び大鳥居、鶴巻古墳などの歴史・文化的な地域資源とともに、あずま水生植物公園な

どの自然的な地域資源も点在しています。 

◼ あずまサッカースタジアムやあずまウォーターランドなど、スポーツ施設が充実しています。 

◼ 地域のイベント等：小泉稲荷神社春季大祭、あずま夏まつり、あずま産業祭、小泉稲荷神社初詣 等 

   

【小泉稲荷大鳥居と周辺のコスモス】     【あずまサッカースタジアム】   【あずま夏まつり（上州あずま太鼓）】 

データでみる地域の現状 

人  口（令和６年４月１日）：27,359人（市全体の 12.9％）  

世帯数（令和６年４月１日）：11,565世帯（市全体の 12.1％） 

  

 

 

 

 

 

 

  

東地区 

出典：住民基本台帳（各年４月１日） 出典：令和５年度市民アンケート調査 
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地域の強み・課題 

強み 課題 

⚫ 小泉稲荷神社などの歴史的な地域資源 

⚫ 集客力の高い大型商業施設の立地 

⚫ 道路交通網の利便性 

⚫ 良好な田園環境 

⚫ 人口の増加傾向 

⚫ 地域の文化（祭り等）の継承 

⚫ 地域コミュニティの活性化 

⚫ 魅力的な仕事、雇用の確保 

⚫ 生活道路等の整備 

地域づくりの方向性・振興策 

◼ 多様な地域資源や伝統行事を生かした活力あるまちづくり 

小泉稲荷神社及び大鳥居、鶴巻古墳などの歴史・文化的な地域資源やあずま水生植物公園などの自

然的な地域資源を保全・活用し、魅力ある観光・レクリエーション拠点の形成を推進します。また、あずま夏

まつり等の伝統的行事の振興により、地域の歴史・文化を継承するとともに地域コミュニティの活性化を図

ります。 

➢ 関連する重点施策 【1-7】誇れる文化財の保護・継承 【3-4】特長のある観光の創出と振興 

【3-5】文化活動の継承と振興 【7-3】協働まちづくりと地域活動の推進 

 

◼ 暮らしを支える地域拠点の維持・充実 

集客力の高い大型商業施設周辺について、広域的な交流を担う魅力的な商業空間として維持・整備し、

地域経済の活性化を図ります。また、あずま支所周辺について、地域交流拠点として、行政サービスをはじ

めとした生活関連サービス施設のまとまりの維持・充実に努めます。 

➢ 関連する重点施策 【3-1】商工業の振興と安心して働ける環境づくりの推進 

【4-1】適正な土地利用と良好な景観形成 

 

◼ 良好な田園環境と調和した産業の推進 

ほ場整備など生産基盤の整備により広がる優良な農地の保全に努めるとともに、一般国道 17号上武道

路をはじめとした幹線道路による広域的な交通利便性の高さを生かした計画的な土地利用の推進により、

田園景観との調和に配慮した産業の活性化と雇用の創出を図ります。 

➢ 関連する重点施策 【3-1】商工業の振興と安心して働ける環境づくりの推進 

【3-2】企業誘致の推進と販路拡大の促進 【3-3】効率的かつ安定的な農業の推進 

【4-1】適正な土地利用と良好な景観形成 
 

◼ 安全でゆとりある居住環境の形成 

人口の増加傾向を踏まえ、生活道路における幅員４ｍ未満の狭あい道路の解消、危険性の高い道路の

整備などに地域住民や関係機関と連携して取り組み、安全で落ち着きのある市街地環境を保護します。ま

た、地域に広がる田園景観の保全と計画的な土地利用の推進により、ゆとりある良好な居住空間を形成し

ます。 

  

 

➢ 関連する重点施策 【4-1】適正な土地利用と良好な景観形成 

【4-3】効率的かつ効果的な道路インフラの整備 【4-6】心安らぐ住環境の整備 

【6-3】豊かな自然環境の保全と衛生的な生活環境の推進 

 



 

 

 

 

 

 

地域の特性（地理的特徴・地域資源・地域活動） 

◼ 市の南東部に位置し、東側は太田市、南側は利根川を挟んで埼玉

県深谷市及び本庄市に接しています。 

◼ 東武伊勢崎線の境町駅及び剛志駅が立地し、境町駅については太

田市方面へのアクセス性を高めています。 

◼ 道路網としては、広域的な幹線道路である一般国道 17号上武道路と一般国

道 354号東毛広域幹線道路が通っており、地域東端にて交差しています。 

◼ 南部には利根川が流れているほか、地域を南北方向に広瀬川、粕川、早川が流れており、利根川へ

とつながっています。 

◼ 複数の工業団地があるほか、良好な農地が広がり、集落地が点在しています。 

◼ 古くから養蚕業のまちとして発展してきた地域であり、世界遺産である「富岡製糸場と絹産業遺産群」

の構成資産として登録されている田島弥平旧宅があります。また、境町駅周辺には、境赤レンガ倉庫

などの歴史・文化的資源が残っています。 

◼ 地域のイベント等：島村自然フェスタ、境ふるさとまつり、さかい産業祭、大酉の市 等 

   

【世界遺産田島弥平旧宅】               【境赤レンガ倉庫】          【境ふるさとまつり】 

データでみる地域の現状 

人  口（令和６年４月１日）：29,386人（市全体の 13.9％）  

世帯数（令和６年４月１日）：13,044世帯（市全体の 13.6％）  

 

 

 

 

 

 

 

   

境地区 

出典：住民基本台帳（各年４月１日） 出典：令和５年度市民アンケート調査 
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地域の強み・課題 

強み 課題 

⚫ 世界遺産田島弥平旧宅 

⚫ 広い農地 

⚫ 道路交通網の利便性 

⚫ 豊かな自然環境 

⚫ 境町駅周辺のにぎわい創出 

⚫ 生活道路等の整備 

⚫ 生活関連サービス施設の維持・充実 

⚫ 地域防災力の強化 

⚫ 水害への備え 

地域づくりの方向性・振興策 

◼ 世界遺産田島弥平旧宅をはじめとした蚕種製造民家群の保存と活用 

世界遺産田島弥平旧宅に代表される境島村の蚕種製造民家群の保存と活用により、養蚕業のまちとし

て発展してきた歴史・文化と触れ合うことのできる機会を創出し、絹遺産の価値を市内外の多くの人々に伝

えるとともに、次世代への継承のための取組を推進します。 

➢ 関連する重点施策 【1-7】誇れる文化財の保護・継承 【3-4】特長のある観光の創出と振興 
 

◼ 生活環境の整備と境町駅周辺の市街地におけるにぎわいの創出 

生活道路における幅員４ｍ未満の狭あい道路の解消などに地域住民や関係機関と連携して取り組むと

ともに、まちなかの暮らしを支える行政サービス、商業、医療、子育て支援などの生活関連サービス施設の

まとまりの維持・充実を図ります。また、地域の歴史的資源を活用した商業空間の創出とともに文化的な地

域資源を継承し、歴史・文化と触れ合うことのできる観光・レクリエーション拠点の形成を推進します。 

➢ 関連する重点施策 【1-7】誇れる文化財の保護・継承 

【3-1】商工業の振興と安心して働ける環境づくりの推進 

【3-4】特長のある観光の創出と振興 【4-1】適正な土地利用と良好な景観形成 

【4-2】魅力ある市街地の形成 【4-3】効率的かつ効果的な道路インフラの整備 
 

◼ 道路交通網を生かした活力ある産業の推進 

農業生産基盤の整備を進め、良好な農地を保全するとともに、一般国道 17 号上武道路と一般国道 354

号東毛広域幹線道路の沿線である立地条件を生かした計画的な土地利用の推進により、企業や生活関

連サービス施設の立地促進と産業の活性化を図ります。 

➢ 関連する重点施策 【3-2】企業誘致の推進と販路拡大の促進  

【3-3】効率的かつ安定的な農業の推進 【4-1】適正な土地利用と良好な景観形成  

【4-3】効率的かつ効果的な道路インフラの整備 
 

◼ 豊かな自然環境の保全と水害対策の推進 

利根川など多くの河川が流れる河川周辺の豊かな自然環境を、地域の貴重な水辺空間として保全しま

す。また、台風や大雨により洪水が発生した場合、広い範囲で浸水が想定されるため、行政、関係団体、

自主防災組織等が一体となった防災体制の強化を推進します。河川や水路等の溢水
いっすい

※を解消するための

治水対策を推進し、水害に備えます。 

➢ 関連する重点施策 【5-1】災害に強いまちづくりの推進  

【6-3】豊かな自然環境の保全と衛生的な生活環境の推進 

※溢水
いっすい

：河川などの水があふれ出ること。 





 

 

３ 重点プロジェクト 

第３章 



（１） 重点プロジェクトとは 

ア 重点プロジェクトの位置付け 

前期アクションプランでは、本市の課題解決に向けて 36 の重点施策を設定し、各施策の目指す姿等

を明確にしながら、各種取組を推進することとしています。 

しかしながら、より複雑かつ大きな課題については、１つの重点施策の推進だけでは解決することが

困難なものも存在します。 

そこで、緊急性・重要性が高く、令和７年度（2025 年度）から令和 11 年度（2029 年度）までの５年間で

優先して取り組むべき課題を、「少子高齢化」、「産業活性化」、「暮らしの安心の実現」、「共生社会の実

現」、「ＤＸ※の推進」の５つにパッケージ化し、これらの解決に向けた取組を、前期アクションプランにおけ

る重点プロジェクトとして位置付けます。 

この重点プロジェクトでは、「伊勢崎市人口ビジョン」における本市の人口の現状分析や将来展望を踏

まえ、全庁を挙げて施策横断的に取り組んでいくことにより、伊勢崎市将来ビジョン「えがお咲く未来へ 

持続可能な共生都市 いせさき」の実現を目指します。 

 

【重点プロジェクトの構成イメージ】 

 

 

  

※ＤＸ（デジタル・トランスフォーメーション）：ＩＣＴの浸透が人々の生活をあらゆる面でより良い方向に変化させること。 



 
 

イ 伊勢崎市まち・ひと・しごと創生総合戦略としての位置付け 

   国では、「デジタル田園都市国家構想総合戦略」（以下「総合戦略」という。）を策定し、「全国どこでも

誰もが便利で快適に暮らせる社会」を目指すとともに、デジタルの力を活用して地方創生を加速化・深化

することとしており、地方においては、まち・ひと・しごと創生法（平成 26 年 11 月施行）に基づき、この国

の総合戦略を勘案し、地方版総合戦略を策定することが求められています。 

   地方版総合戦略では、地域の目指すべき理想像となる「地域ビジョン」を設定する必要がありますが、

これは、市の目指すべき姿として第３次伊勢崎市総合計画長期ビジョン（基本構想）で定める「伊勢崎市

将来ビジョン」と一致することから、これを「地域ビジョン」として第３次総合計画と一体的に策定し、重点

プロジェクトを「伊勢崎市版総合戦略」と位置付けます。 

 

【重点プロジェクトと国の総合戦略の関係】 

 

 

  

本市の重点プロジェクト

産業活性化プロジェクト 地方に仕事をつくる しごとの創生

産業活性化プロジェクト 人の流れをつくる

少子高齢化対策プロジェクト 結婚・出産・子育ての希望をかなえる

少子高齢化対策プロジェクト

産業活性化プロジェクト

暮らしの安心実現プロジェクト

共生社会実現プロジェクト

デジタル基盤整備

デジタル人材の育成・確保

誰一人取り残されないための取組

国の総合戦略の施策

ひとの創生

魅力的な地域をつくる まちの創生

デジタル活用に
向けた環境整備

ＤＸ推進プロジェクト

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　全ての下支え



 
 

ウ 重点プロジェクトの数値目標 

   重点プロジェクトでは、本市の人口ビジョンを踏まえ、人口減少及び少子高齢化に対応し、持続可能な

まちを維持するため、プロジェクトごとに「プロジェクト指標」を設定しています。各プロジェクトにおける取

組を着実に進めることで、「えがお咲く未来へ 持続可能な共生都市 いせさき」の実現を図ります。 

   この「プロジェクト指標」は、「地方版総合戦略策定の手引き」に基づき、各事業を実施することで、「住

民にもたらされた便宜（アウトカム）」を検証できる指標を設定しています。 

   

プロジェクト指標 
現状値 

（令和５年度） 

目標値 

（令和 11年度） 

少子高齢化対策プロジェクト   

 年少人口 
26,186人 

（令和５年） 

23,914人 

（令和 11年） 

 介護を必要としない高齢者の割合 81.0％ 81.0％以上 

産業活性化プロジェクト   

 従業者数（公務を除く） 
98,564人 

（令和３年） 

98,600人 

（令和８年） 

 有効求人倍率 1.45倍 1.20倍 

暮らしの安心実現プロジェクト   

 自主防災組織による地区防災計画の策定数 １件 33件 

 刑法犯認知件数 1,869件 1,400件 

共生社会実現プロジェクト   

 
互いに認め合う多文化共生の推進に関する満

足度 
30.2％ 31.7％ 

 
人権を尊重するまちづくりの推進に関する満足

度 
35.9％ 39.0％ 

ＤＸ推進プロジェクト   

 
オンライン化されている行政サービス（手続き）

の割合 
－ 100％ 

 
「伊勢崎市はデジタル化が進んでいる」と感じる

市民の割合 
－ 50.0％ 

 

 

 

 

 

 

産業活性化 少子高齢化対策 ＤＸ推進 共生社会実現 暮らしの安心実現 



 
 

エ ＳＤＧｓの推進 

重点プロジェクトの実施に当たっては、ＳＤＧｓの理念を念頭に各施策を推進していきます。推進に

当たっては、ＳＤＧｓ未来都市計画に記載する「2030 年のあるべき姿の実現に向けた優先的なゴール、

ターゲット」等を本市のＳＤＧｓローカル指標※として位置付け（下表参照）、総合計画とＳＤＧｓを一体的

に推進していくこととします。 

 

【ＳＤＧｓローカル指標】 

政策 重点施策 ＳＤＧｓ未来都市計画における関連指標 

子育て・教育政策 
1-1 子どもを産み育てる環

境づくりの推進 
・３歳児健康診査受診率 

 

健康・福祉政策 
2-6 高齢者の生き生きとし

た暮らしの推進 
・介護を必要としない高齢者の割合 

 

産業・観光・文化

政策 

3-1 商工業の振興と安心し

て働ける環境づくりの推進 

・事業所数 

・製造品出荷額等 

・就労支援講座等開催数 

・新規求人数 
 

3-2 企業誘致の推進と販

路拡大の促進 

・従業者数 

・製造品出荷額等 
 

まちづくり政策 
4-4 利便性の高い公共交

通ネットワークの確立 
・コミュニティバス利用者数 

 

環境政策 

 

6-1 脱炭素社会の推進 

・家庭用脱炭素化設備導入補助金交

付件数 

・太陽光発電システムの設置可能な

公共施設への設置割合 

・公用自動車の電気自動車の保有数 

・温室効果ガス排出量 

 

6-2 循環型社会の推進 
・リサイクル率 

・１人１日当たりのごみ排出量 
 

共生・共創・ 

行財政政策 

7-1 互いに認め合う多文化

共生の推進 

・日本語教室の受講者数 

・出張日本語教室の開催数 

・オンライン日本語教室の受講者数 

・翻訳数 

・外国人向け就労相談の相談者数 

・多文化共生・国際交流事業の参加

者数 

・生活ガイドブックの配布数 

・災害時外国人支援ボランティア数 

・自治会に加入している外国人世帯数 

 

 

 

 

 

 

 ※ＳＤＧｓローカル指標：自治体における ＳＤＧｓ の取組の進捗状況を計測する指標 



 
 

オ 重点プロジェクトの構成 

１つのプロジェクトにつき見開きで全４ページの構成としています。各項目の説明は以下のとおりです。 

 

【プロジェクトの１ページ目】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

取組の方向性・目指す地域の姿 

「地域の実情・課題認識」を考慮し、「プロジェクトのねらい」に

掲げた理想像の実現に向けた取組の方向性や目指す地域の

姿です。 

 

用語解説 

市民に馴染みのない用

語等について、※印を付

け、解説しています。 

地域の実情・課題認識 

本市を取り巻く社会動向

や、本市において特に取

り組むべき課題です。 

プロジェクト指標 

プロジェクトの達成状況

を定量的に測るための

指標です。 

プロジェクトのねらい 

プロジェクトの推進によ

り、５年後に目指す本市

の理想像です。 

重点プロジェクトアイコン 

本市ＰＲキャラクターであ

る「くわまる」のアイコン

により、51ページ以降で

重点施策との関連を示し

ます。 

重点プロジェクト名 

重点プロジェクトの名称

です。 



 
 

【プロジェクトの２ページ目以降】 

「取組の方向性・目指す地域の姿」に対応する、51 ページ以降の「重点施策」における「施策の展開方針」

や「成果指標」などを抽出しています。 

・ 「少子高齢化対策プロジェクト」、「産業活性化プロジェクト」、「暮らしの安心実現プロジェクト」は次のとお

りです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 「共生社会実現プロジェクト」、「ＤＸ推進プロジェクト」は次のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ーシブ教育※の推進、障害者理解のための啓発活動の推進 など 

 

◼ 「取組の方向性・目指す地域の姿」と対応する施策ごとの取組 

多文化理解の促進とグローバル人材の育成 

取組 関連事業 指標名 
現状値 

（令和 ５年度 ） 

目標値 

（令和 11年度） 

参照 

ページ 

重点施策 1-2 

方針２関係：英語

コミュニケーショ

ン能力の育成 

学校教育構想

推進事業 

英語の学習が

楽しいと感じ

ている児童・

生徒の割合 

小学校 87.1％ 

中学校 72.2％ 

小学校 90.0％ 

中学校 85.0％ 
Ｐ.60 

重点施策 1-2 

方針４関係：グロ

ーバル人材の育

成 

中等教育学校

教育振興事業 

四ツ葉学園に

おける特色あ

る教育活動の

満足度 

97.6％ 100％ Ｐ.60 

重点施策 7-1  

方針１関係：外国

人が生活に必要

な言語、文化、習

慣を学ぶ機会の

充実 

多文化共生社

会形成事業 

多文化共生事

業への参加者

数 

396人 430人 Ｐ.134 

取組 関連事業 指標名 
現状値 

（令和 ５年度 ） 

目標値 

（令和 11年度） 

参照 

ページ 

重点施策 7-1  

方針２関係：外国

人が就労先で日

本語や生活習慣

を学ぶ機会の創

出 

多文化共生社

会形成事業 

企業等関係機

関と連携した

多文化共生講

座への参加者

数 

173人 190人 Ｐ.134 

 
※インクルーシブ教育：様々な特性を抱える子どもを含む全ての子どもが、可能な限り同じ場で共に学び、その能力を最大限発

揮できる環境の提供を目指す教育システム 

「取組の方向性・目指

す地域の姿」と対応す

る施策の展開方針 

「重点施策」における

「施策の展開方針」ご

とに紐付けています。 
※プロジェクトの達成状況
を適切に捉えるため、一
部、施策の展開方針の成
果指標とは異なる指標を設
定している場合がありま
す。 

「取組の方向性・目指

す地域の姿」と対応す

る施策ごとの取組 

「重点施策」における

「施策の展開方針」に

関連する「取組」ごと

に紐付けています。 
※あらゆる分野で効率的
かつ効果的に取り組む必
要があることから、関連す
る重点施策の「施策の展
開方針」にかかわらず、
個々の取組についても特
に関連の強いものを記載し
ています。 

関連計画 

ページの最後に、重点プロジェクトと関連が強く、総合計画と一体的に推進する計画を掲載しています。

152ページ以降の「関連計画一覧」に計画期間や概要を掲載しています。 

◼ 「取組の方向性・目指す地域の姿」と対応する施策の展開方針 

結婚・出産・子育てに希望が持てる社会の実現 

施策の展開方針 成果指標 
現状値 

（令和５年度） 

目標値 

（令和 11年度） 

参照 

ページ 

重点施策 1-1  

方針１：結婚、出産、子

育てまでの切れ目のな

い支援 

３歳児健康診査受診率 95.2％ 96.5％ Ｐ.58 

重点施策 1-1  

方針２：子育て環境の

整備と施策の充実 

保育所等及び放課後児童

クラブの待機児童数 
待機児童なし 待機児童なし Ｐ.58 

重点施策 1-1 

方針３：交流の場や情

報交換の機会の充実 

児童センター・児童館の利

用者数 
171,622人 180,000人 Ｐ.58 

 

地域の未来を担う人材育成 

施策の展開方針 成果指標 
現状値 

（令和５年度） 

目標値 

（令和 11年度） 

参照 

ページ 

重点施策 1-2 

方針１：公立幼稚園の

取組の一層の充実 

子育ての悩みがあったら、

幼稚園に相談できると考え

ている保護者の割合 

97.1％ 100％ Ｐ.60 

重点施策 1-2 

方針２：主体的な学び

の推進 

学校の授業内容が分かる

と感じている児童・生徒の

割合 

92.8％ 95.0％ Ｐ.60 

 

◼ 「取組の方向性・目指す地域の姿」と対応する施策の展開方針 

結婚・出産・子育てに希望が持てる社会の実現 

施策の展開方針 成果指標 
現状値 

（令和５年度） 

目標値 

（令和 11年度） 

参照 

ページ 

重点施策 1-1  

方針１：結婚、出産、子

育てまでの切れ目のな

い支援 

３歳児健康診査受診率 95.2％ 96.5％ Ｐ.58 

重点施策 1-1  

方針２：子育て環境の

整備と施策の充実 

保育所等及び放課後児童

クラブの待機児童数 
待機児童なし 待機児童なし Ｐ.58 

重点施策 1-1 

方針３：交流の場や情

報交換の機会の充実 

児童センター・児童館の利

用者数 
171,622人 180,000人 Ｐ.58 

 

地域の未来を担う人材育成 

施策の展開方針 成果指標 
現状値 

（令和５年度） 

目標値 

（令和 11年度） 

参照 

ページ 

重点施策 1-2 

方針１：公立幼稚園の

取組の一層の充実 

子育ての悩みがあったら、

幼稚園に相談できると考え

ている保護者の割合 

97.1％ 100％ Ｐ.60 

重点施策 1-2 

方針２：主体的な学び

の推進 

学校の授業内容が分かる

と感じている児童・生徒の

割合 

92.8％ 95.0％ Ｐ.60 

 

◼ 「取組の方向性・目指す地域の姿」と対応する施策の展開方針 

結婚・出産・子育てに希望が持てる社会の実現 

施策の展開方針 成果指標 
現状値 

（令和５年度） 

目標値 

（令和 11年度） 

参照 

ページ 

重点施策 1-1  

方針１：結婚、出産、子

育てまでの切れ目のな

い支援 

３歳児健康診査受診率 95.2％ 96.5％ Ｐ.58 

重点施策 1-1  

方針２：子育て環境の

整備と施策の充実 

保育所等及び放課後児童

クラブの待機児童数 
待機児童なし 待機児童なし Ｐ.58 

重点施策 1-1 

方針３：交流の場や情

報交換の機会の充実 

児童センター・児童館の利

用者数 
171,622人 180,000人 Ｐ.58 

 

地域の未来を担う人材育成 

施策の展開方針 成果指標 
現状値 

（令和５年度） 

目標値 

（令和 11年度） 

参照 

ページ 

重点施策 1-2 

方針１：公立幼稚園の

取組の一層の充実 

子育ての悩みがあったら、

幼稚園に相談できると考え

ている保護者の割合 

97.1％ 100％ Ｐ.60 

重点施策 1-2 

方針２：主体的な学び

の推進 

学校の授業内容が分かる

と感じている児童・生徒の

割合 

92.8％ 95.0％ Ｐ.60 

 



 
 

（２） 重点プロジェクト 

 

少子高齢化対策プロジェクト 

 

◼ プロジェクトのねらい 

出生から青年期にわたる切れ目のない子育て支援と次代を担う人材育成や、ライフステージに応じた健

康づくりへの支援を通して、子どもがすくすくと成長し、年齢を重ねても、より長く元気に活躍できる、多様な

市民が世代を超えて共に暮らし続けられるまちを実現します。 

 

◼ プロジェクト指標 

指標名 
現状値 

（令和５年度）  

目標値 

（令和 11年度） 
解説・算出方法など 

年少人口 
26,186人 

（令和５年） 

23,914人 

（令和 11年） 
15歳未満の人口 

介護を必要としない高齢者の割合 81.0％ 81.0％以上 

65歳以上の高齢者のうち、

介護認定を受けていない人

の割合 

 

◼ 基本的方向 

➢ 地域の実情・課題認識 

全国的な少子高齢化・人口減少が進む中、本市においても、全

国的な傾向と同様に少子高齢化が進み、今後は人口減少に転じる

ことが推計されています。少子化に歯止めをかけるため、子どもを

産み育てやすい地域づくりに取り組むとともに、年齢にかかわらず、

あらゆる世代・立場の市民が、元気に活躍できる伊勢崎市を実現

することが必要です。 

 

➢ 取組の方向性・目指す地域の姿 

 結婚・出産・子育てに希望が持てる社会の実現 

子どもを産み育てやすい環境を整えるため、妊娠から出産、子育

てまでの切れ目ない支援を行います。 

主な取組：電子地域通貨（ＩＳＥＣＡ）等の活用を含む妊娠・出産・子

育ての支援の充実、保育施設・体制の整備 など 

 地域の未来を担う人材育成 

活力ある地域を維持していくため、地域の未来を担う児童・生徒

が生き生きと学び育つ地域づくりを行います。 

主な取組：伊勢崎市独自の教育構想の策定・推進、地域学校協働

活動による子どもの未来をともに育てる教育の推進、生徒の夢の

実現を図るキャリア教育の充実 など 

少子高齢化対策 



 
 

 全ての市民が元気に活躍できる環境づくり 

あらゆる世代の市民を対象とした健康づくりの支援や高齢者の介護予防・認知症予防の取組

により、市民誰もが生きがいをもって心身ともに健康に活躍し続けられるまちを実現します。 

主な取組：市民１人ひとりの健康管理意識の啓発、休日夜間急患センター体制の維持整備、市

民・交通事業者・行政の連携による公共交通機関の利用促進 など 

 

◼ 「取組の方向性・目指す地域の姿」と対応する施策の展開方針 

結婚・出産・子育てに希望が持てる社会の実現 

施策の展開方針 成果指標 
現状値 

（令和５年度） 

目標値 

（令和 11年度） 

参照 

ページ 

重点施策 1-1  

方針１：結婚、出産、子

育てまでの切れ目のな

い支援 

３歳児健康診査受診率 95.2％ 96.5％ Ｐ.58 

重点施策 1-1  

方針２：子育て環境の

整備と施策の充実 

保育所等及び放課後児童

クラブの待機児童数 
待機児童なし 待機児童なし Ｐ.58 

重点施策 1-1 

方針３：交流の場や情

報交換の機会の充実 

児童センター・児童館の利

用者数 
171,622人 180,000人 Ｐ.58 

 

地域の未来を担う人材育成 

施策の展開方針 成果指標 
現状値 

（令和５年度） 

目標値 

（令和 11年度） 

参照 

ページ 

重点施策 1-2 

方針１：公立幼稚園の

取組の一層の充実 

子育ての悩みがあったら、

幼稚園に相談できると考え

ている保護者の割合 

97.1％ 100％ Ｐ.60 

重点施策 1-2 

方針２：主体的な学び

の推進 

学校の授業内容が分かる

と感じている児童・生徒の

割合 

92.8％ 95.0％ Ｐ.60 

重点施策 1-2 

方針３：地域や関係機

関との連携 

自分の住んでいる地域を誇

りに思っている児童・生徒

の割合 

90.4％ 93.0％ Ｐ.60 

重点施策 1-2 

方針４：中等教育学校

の特長を生かした教育

課程の展開 

四ツ葉学園における特色あ

る教育活動の満足度 
97.6％ 100％ Ｐ.60 

重点施策 1-3 

方針１：未然防止、早

期発見に向けた支援

の充実 

自分の悩みや課題につい

て先生や友達に相談できる

児童・生徒の割合 

79.1％ 85.0％ Ｐ.62 



 
 

※生涯学習施設：ここでは、図書館及び生涯学習課が管理する公民館や集会所などをさす。 

施策の展開方針 成果指標 
現状値 

（令和５年度） 

目標値 

（令和 11年度） 

参照 

ページ 

重点施策 1-3 

方針２：特別な配慮を

要する子どもへの支援

の充実 

特別支援教育研修講座へ

の参加延べ人数 
238人 300人 Ｐ.62 

重点施悪 1-3 

方針３：学校施設の整

備充実 

学校体育館の空調機設置

率 
－ 100％ Ｐ.62 

重点施策 1-4 

方針１：健康教育の充

実 

児童・生徒の朝食摂取率 94.5％ 96.0％ Ｐ.64 

重点施策 1-4 

方針２：食育及び学校

給食の充実 

市内産食材の使用量比率 44.4％ 50.0％ Ｐ.64 

重点施策 1-4 

方針３：安全教育の充

実 

小中学校対象の応急手当

講習の実施校 
11校 35校 Ｐ.64 

重点施策 1-6 

方針２：地域学校協働

活動の推進 

子ども向け事業への参加

者数 
11,082人 13,000人 Ｐ.68 

 

全ての市民が元気に活躍できる環境づくり 

施策の展開方針 成果指標 
現状値 

（令和５年度 ） 

目標値 

（令和 11年度） 

参照 

ページ 

重点施策 1-5 

方針１：地域ぐるみの健

全な心身の育成と環境

づくり、社会活動への参

加 

体験活動等への参加者

数 
5,094人 5,000人以上 Ｐ.66 

重点施策 1-5 

方針２：相談体制の整

備、充実及び適正な援

助 

青少年指導センター相

談件数 
194件 215件 Ｐ.66 

重点施策 1-6 

方針１：多種多彩な学

習機会の充実 

講座や講演会等の生涯

学習事業への参加者数 
236,518人 256,000人 Ｐ.68 

重点施策 1-6 

方針３：生涯学習施設※

の適正な維持管理の推

進 

生涯学習施設の利用者

数 
887,021人 1,200,000人 Ｐ.68 



 
 

施策の展開方針 成果指標 
現状値 

（令和５年度 ） 

目標値 

（令和 11年度） 

参照 

ページ 

重点施策 2-1  

方針１：市民の主体的

な健康づくりへの支援 

健康寿命（平均自立期

間） 

男性 79.4歳 

女性 83.7歳 

(令和４年) 

男性 79.5歳 

女性 84.1歳 

(令和 10年) 

Ｐ.74 

重点施策 2-1  

方針２：疾病の早期発

見、早期対応と重症化

予防 

がんの 75歳未満年齢調

整死亡率※ 

64.7 

（令和４年） 

58.4 

（令和 10年） 
Ｐ.74 

重点施策 2-2  

方針１：医療提供・救急

医療体制の充実 

休日夜間急患センター

の開設日数 
365日 365日 Ｐ.76 

重点施策 2-2 

方針２：伊勢崎市民病

院の医療提供体制の

整備 

災害医療活動訓練への

参加者数 
131人 180人 Ｐ.76 

重点施策 2-4 

方針１：１市民１スポー

ツの推進 

市主催スポーツイベント

への参加者数 
8,323人 11,000人 Ｐ.80 

重点施策 2-6 

方針１：高齢者の活躍

支援 

週１回以上社会参加す

る高齢者の割合 

40.8％ 

（令和４年度） 

49.6％ 

（令和 10年度） 
Ｐ.84 

重点施策 2-6  

方針２：高齢者福祉サ

ービスの充実 

高齢者相談センターの

年間延べ相談件数 
13,660件 14,200件 Ｐ.84 

重点施策 2-6  

方針３：地域支援事業

の充実 

認知症高齢者見守りボ

ランティア（オレンジＳＵ

Ｎ）登録者数 

774人 1,050人 Ｐ.84 

重点施策 4-4  

方針２：交通弱者への

移動支援 

運転免許証自主返納者

数 

681人 

（令和５年） 

800人 

（令和 11年） 
Ｐ.108 

 

◼ 関連計画 

第３期子ども・子育て支援事業計画  子育て支援課所管施設個別施設計画   

第３期教育振興基本計画  学校施設長寿命化計画（個別施設計画）   

生涯学習課所管施設個別施設計画  図書館課所管施設個別施設計画   

「健康いせさき 21（第３次）」健康増進計画・食育推進計画  伊勢崎市民病院経営強化プラン   

スポーツ推進計画  第９期高齢者保健福祉計画  高齢福祉施設個別施設計画 

  

 

※健康寿命：日常に介護を必要としない、自立した生活ができる生存期間のこと。ここでは、日常生活動作が自立している期間
の平均（平均自立期間）を使用。

※年齢調整死亡率：年齢構成の異なる集団について、死亡状況の比較ができるように年齢構成を調整した死亡率（人口 10 万

人当たりの死亡者数）

※



 
 

産業活性化プロジェクト 

 

◼ プロジェクトのねらい 

地域の稼ぐ力を向上させるとともに、関係人口※の創出により産業を中心としたにぎわいのある地域づく

りに取り組みます。本市の強みである工業や農業における販路拡大の推進、事業者の生産性向上による

競争力強化や、企業誘致の推進をはじめ、若者への魅力ある働く場の確保、女性や外国人、障害者を含

む全ての労働者が働きやすい環境づくり、スキルアップを希望する労働者への再教育の支援などにより、

市民の安定した雇用と経済活動を支え、活力あるまちを実現します。 
 

プロジェクト指標 

指標名 
現状値 

（令和５年度） 

目標値 

（令和 11年度） 
解説・算出方法など 

従業者数（公務を除く） 
98,564人 

（令和３年） 

98,600人 

（令和８年） 

経済センサス活動調査に

おいて公表されている市

内の民営事業所の従業

者数 

有効求人倍率 1.45倍 1.20倍 

雇用状況を示す指標で、

ハローワーク伊勢崎へ申

し込まれている求職者数

に対する求人数の割合 

※当該年度の平均値 

 

◼ 基本的方向 

➢ 地域の実情・課題認識 

本市は、工業や農業を中心とした産業構造を有しています。特に

製造業については、製造品出荷額等が関東でも上位であり、事業

所数や従業員数は他産業と比較して多く、地域経済と密接に関係

しています。一方で、付加価値額・課税所得額が他地域と比較して

低い傾向にあり、工業・農業の生産性向上を軸に、商業やサービス

業の振興、関係人口の創出による地域のにぎわいづくりを進めてい

くことが必要です。 

 

➢ 取組の方向性・目指す地域の姿 

 産業の競争力強化 

 本市の工業・農業をはじめとした事業者の競争力強化に向けて、

生産力の向上・販路拡大の支援に取り組みます。 

主な取組：デジタル技術の活用を含む新技術開発や製品開発、ＤＸ※

化への支援、イベントや商談会、ポータルサイト等による販路拡大へ

の支援 など 

 ※関係人口：移住した「定住人口」でもなく、観光に来た「交流人口」でもない、地域や地域の人々と多様に関わる地域外の

人々のこと。 

※ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）：ＩＣＴの浸透が人々の生活をあらゆる面でより良い方向に変化させること。 

産業活性化 



 
 

 労働環境の向上と雇用確保の支援 

女性や外国人、障害者を含む全ての労働者の雇用環境の向上やスキルアップへの支援を行う

とともに、様々な業種及び職種を確保することで雇用のマッチングにつなげ、産業の更なる活性

化を目指します。 

主な取組：ハローワークとの連携の推進、進出企業による地元雇用の拡大、正規雇用を促進する

就職面接会などの開催 など 

 関係人口の創出と地方居住の推進 

地域資源の活用や、地域の魅力の情報発信、移住定住の促進などにより、にぎわいのある

地域を目指します。 

主な取組：ｅスポーツ※等デジタルコンテンツ※を活用した関係人口の拡大、ふるさと納税制度の

活用、オンラインでの移住情報発信と移住相談の実施 など 

 

◼ 「取組の方向性・目指す地域の姿」と対応する施策の展開方針 

産業の競争力強化 

施策の展開方針 成果指標 
現状値 

（令和５年度 ） 

目標値 

（令和 11年度） 

参照 

ページ 

重点施策 3-1  

方針１：デジタル技術の

活用による新産業の創

出と経営力強化 

事業所数（農業、林

業、漁業、公務を除

く） 

8,227事業所 

（令和３年） 

8,230事業所 

（令和８年） 
Ｐ.90 

重点施策 3-2  

方針 1：企業誘致の促進 
奨励金等交付件数 10件 14件 Ｐ.92 

重点施策 3-2 

方針３：販路拡大のため

の支援 

展示会での契約成

立件数 
８件 10件 Ｐ.92 

重点施策 3-3  

方針１：新規就農者の確

保 

新規就農者数（累

計） 
17名 77名 Ｐ.94 

重点施策 3-3  

方針２：地元農産物の生

産拡大 

地産地消推進の店

舗数（累計） 
97店 133店 Ｐ.94 

重点施策 3-3  

方針３：遊休農地の解消 
遊休農地面積 46.7ｈａ 46.7ｈａ以下 Ｐ.94 

 

 

 

 

 

※ｅスポーツ：エレクトロニック・スポーツの略称で、広義には、電子機器を用いて行う娯楽、競技、スポーツ全般を指す言葉で

あり、コンピューターゲーム、ビデオゲームを使った対戦をスポーツ競技として捉える際の名称。 

※デジタルコンテンツ：映像・画像・音声・文字・数値情報の属性及びその媒体を問わず、デジタル化された情報に係るコンテン

ツ。 

。 



 
 

労働環境の向上と雇用確保の支援 

施策の展開方針 成果指標 
現状値 

（令和５年度 ） 

目標値 

（令和 11年度） 

参照 

ページ 

重点施策 2-7 

方針２：障害者の地域移

行の支援 

障害者の新規一般就

労者数 
37人 50人 Ｐ.86 

重点施策 3-1  

方針２：労働者の雇用環

境の向上と再教育やス

キルアップの支援 

就労支援セミナー等

の講座への参加者数 
414人 510人 Ｐ.90 

重点施策 3-2 

方針２：市内企業の認知

度の向上 

従業者数（製造業の

み） 

28,002人 

（令和３年） 

28,623人 

（令和９年） 
Ｐ.92 

重点施策 7-1  

方針２：外国人の就労先

での日本語や生活習慣

を学ぶ機会の創出 

企業等関係機関と連

携した多文化共生講

座への参加者数 

173人 190人 Ｐ.134 

重点施策 7-2  

方針２：男女共同参画の

推進 

市の審議会等におけ

る女性委員の割合 
24.4％ 30.0％ Ｐ.136 

 

関係人口の創出と地方居住の推進 

施策の展開方針 成果指標 
現状値 

（令和５年度 ） 

目標値 

（令和 11年度） 

参照 

ページ 

重点施策 1-7  

方針２：文化財の保存活

用 

文化財活用事業への

参加者数 
9,808人 15,000人 Ｐ.70 

重点施策 3-1  

方針１：デジタル技術の

活用による新産業の創

出と経営力強化 

ｅスポーツ大規模大

会の来場・視聴者数

（累計） 

－ 1,200人 Ｐ.90 

重点施策 3-4  

方針１：魅力ある観光地

づくりの推進 

観光入込客数 258万人 283万人 Ｐ.96 

重点施策 3-4  

方針２：観光客誘致の促

進 

観光物産協会のイン

スタグラムフォロワー

数 

2,000人 4,000人 Ｐ.96 

重点施策 3-5  

方針１：芸術・文化活動

の活性化の促進 

展示・発表会等の来

場者数 
22,043人 24,000人 Ｐ.98 



 
 

施策の展開方針 成果指標 
現状値 

（令和５年度） 

目標値 

（令和 11年度） 

参照 

ページ 

重点施策 7-3  

方針３：都市間連携によ

る地域力の向上 

都市間連携事業数 78事業 84事業 Ｐ.138 

重点施策 7-4  

方針２：本市の特色を生

かした人の流れの創出と

安定した財政基盤の構

築 

ふるさと納税寄附件

数 
17,342件 22,000件 Ｐ.140 

 

◼ 関連計画 

地域農業経営基盤強化促進計画  第３次障害者計画  第７期障害福祉計画  ＳＤＧｓ未来都市計画   

第４次男女共同参画計画  第３期教育振興基本計画  第４次定住自立圏共生ビジョン 

  



 
 

 

暮らしの安心実現プロジェクト 

 

◼ プロジェクトのねらい 

 快適な住環境や利便性の高い交通網、安心できるライフラインを享受できる、住みよいまちづくりを進め

るとともに、頻発化・激甚化しつつある自然災害から被害を最小化するための備えを進め、迅速に回復でき

る災害に強いまちづくりを進めます。同時に、防犯体制を強化するとともに、交通安全対策の取組を進める

ことで、安全で安心して暮らせるまちを実現します。 

 

◼ プロジェクト指標 

指標名 
現状値 

（令和５年度） 

目標値 

（令和 11 年度） 
解説・算出方法など 

自主防災組織による地区防災計画の

策定数 
１件 33件 

地域の住民が、自ら

災害に備える「自助」

や助け合う「共助」に

関する防災計画を策

定した件数 

刑法犯認知件数 1,869件 1,400件 
犯罪の発生が認知さ

れた件数 

 

◼ 基本的方向 

➢ 地域の実情・課題認識 

地球温暖化をはじめとした気候変動に伴う自然災害が、地球規

模で頻発しつつあります。本市においても自然災害の頻発化・激甚

化が想定され、河川流域での水害リスクが高まっています。平時に

おいても住みよく、災害にも強い安心・安全なまちづくりを進めるこ

とが必要です。また、本市では窃盗などの犯罪が増えており、依然

として高い水準にあることから、引き続き関係機関と緊密に連携し、

効果的な防犯対策や情報提供を行い、市民の安心・安全の確保に

努めていくことが求められています。 

 

➢ 取組の方向性・目指す地域の姿 

 防災力の向上 

 災害に関する情報伝達の強化や災害に備えた備蓄品等の充実を

進めるとともに、各地区における各種訓練の実施、地区防災計画

の策定、防災リーダーの育成など自主防災組織の活動を支援する

ことにより、地域における防災力を高めます。 

主な取組：ＳＮＳの活用を含む情報の収集や提供の強化、企業・関

係機関と連携した災害時協力体制の強化、実践的な防災訓練の実

施による地域防災力の強化 など 

暮らしの安心実現 



 
 

 都市環境・交通網・インフラの整備 

 市街地及び公園の整備のほか、道路・水道等のインフラの整備・維持管理により、災害に強く、

快適に暮らすことができるまちづくりを推進します。 

主な取組：土地区画整理事業の推進、河川や水路等の整備、上下水道施設の整備や耐震化・

更新 など 

 防犯体制の強化・交通安全対策の推進 

 防犯体制の強化と整備により、犯罪の継続的な減少を目指すとともに、交通安全施設の充実

や交通安全意識の向上を図ることで、安全に暮らせる環境づくりを推進します。 

主な取組：防犯灯や防犯カメラ内蔵防犯灯の適正配置、空き家・空き地の適正管理の推進、高

齢者や子どもを対象とした交通安全教室の開催 など 

 

◼ 「取組の方向性・目指す地域の姿」と対応する施策の展開方針 

防災力の向上 

施策の展開方針 成果指標 
現状値 

（令和５年度） 

目標値 

（令和 11年度） 

参照 

ページ 

重点施策 1-3  

方針３：学校施設の整備充

実 

学校体育館の空調機

設置率 
－ 100％ Ｐ.62 

重点施策 5-1 

方針１：総合的な危機管理

体制の充実 

３日以上の食糧を備

蓄している世帯の割

合 

48.0％ 78.0％ Ｐ.116 

重点施策 5-1 

方針２：自助・共助による地

域防災力の強化並びに要配

慮者※への支援体制の充実 

個別避難計画※策定

割合 
6.1％ 12.0％ Ｐ.116 

重点施策 5-1  

方針３：災害時の情報伝達

発信ツールの整備普及 

いせさき情報メール登

録数（累計） 
17,785件 19,000件 Ｐ.116 

重点施策 5-4  

方針２：消防体制の充実と

強化 

消防団員充足率 90.7％ 95.0％ Ｐ.122 

 

 

 

 

 

 

 

 

※要配慮者：災害が発生したときに特に配慮や支援が必要となる者であり、高齢者、障害者、乳幼児、妊産婦、傷病者、外国

人、難病患者など。 

※個別避難計画：高齢者や障害者等の避難行動要支援者１人ひとりの状況に合わせて、災害時に「誰が支援して」、「どこに

避難するか」、「避難するときにどのような配慮が必要になるか」などを記載した個別の避難行動計画のこと。 



 
 

都市環境・交通網・インフラの整備 

施策の展開方針 指標名 
現状値 

（令和５年度） 

目標値 

（令和 11年度） 

参照 

ページ 

重点施策 4-1  

方針１：計画的な土地利用の

推進 

新たに指定する地域

地区などの延べ面積

（累計） 

241.1ｈａ 3,328.1ｈａ Ｐ.102 

重点施策 4-1  

方針２：計画的な地籍調査の

推進 

地籍調査完了面積

（累計） 
24.26ｋｍ2 26.06ｋｍ2 Ｐ.102 

重点施策 4-2  

方針１：快適な住環境の整備 

土地区画整理事業完

了地区割合（面積ベ

ース） 

83.2％ 91.8％ Ｐ.104 

重点施策 4-3  

方針１：人や物の安全かつ

円滑な移動を支え環境に配

慮した道路整備 

都市計画道路※の供

用率 
63.3％ 64.0％ Ｐ.106 

重点施策 4-3  

方針２：地域住民の利便性

及び安全性を向上させる道

路整備 

市道の改良率 60.8％ 63.0％ Ｐ.106 

重点施策 4-3  

方針３：道路施設の監視強

化と事故の未然防止 

橋りょうの改修率 26.8％ 33.9％ Ｐ.106 

重点施策 4-4  

方針１：コミュニティバスの利

便性の向上 

コミュニティバス利用

者数 
266,189人 320,000人 Ｐ.108 

重点施策 4-4  

方針３：公共交通ネットワー

クの整備 

鉄道利用者数 
4,251,251人 

（令和４年度） 

4,900,000人 

（令和 10年度） 
Ｐ.108 

重点施策 4-5  

方針１：計画的な水道施設の

整備と維持管理 

基幹・重要管路の耐

震化率 
31.2％ 38.2％ Ｐ.110 

重点施策 4-5  

方針２：効率的な下水処理の

推進 

汚水処理人口普及率 70.3％ 76.8％ Ｐ.110 

重点施策 4-6  

方針１：豊かな公園環境の維

持・整備 

市民１人当たりの公

園面積 
10.14ｍ2 10.49ｍ2 Ｐ.112 

 

 

 ※都市計画道路：目指すべき都市像の実現に向けて、円滑な都市活動と良好な都市環境の確保に必要な道路網を、現在や
将来の土地利用や交通量などを考慮して都市計画法に基づいて定めた道路のこと。 



 
 

防犯体制の強化・交通安全対策の推進 

施策の展開方針 指標名 
現状値 

（令和５年度） 

目標値 

（令和 11年度） 

参照 

ページ 

重点施策 4-2  

方針２：空き家の適切な維

持管理及び活用の推進 

危険空き家※の除却

補助件数（累計） 
98件 220件 Ｐ.104 

重点施策 5-2  

方針１：警察、防犯協会など

関係機関と連携した犯罪防

止策の推進 

防犯灯の設置基数

（累計） 
17,187基 19,587基 Ｐ.118 

重点施策 5-2  

方針２：消費者教育の充実

と消費生活の安定と向上 

職員による出前講座

への参加者数 
526人 800人 Ｐ.118 

重点施策 5-3  

方針１：交通安全意識の向

上 

交通安全教室への参

加者数 
7,345人 7,712人 Ｐ.120 

重点施策 5-3  

方針２：道路の危険箇所の

解消 

交通事故発生件数 
1,185件 

（令和５年） 

1,066件 

（令和 11年） 
Ｐ.120 

 

◼ 関連計画 

学校施設長寿命化計画（個別施設計画）  地域防災計画  国土強靭化地域計画 

新型インフルエンザ等対策行動計画  国民保護計画  水防計画  第３期耐震改修促進計画 

消防関係施設個別施設計画  都市計画マスタープラン  立地適正化計画  橋梁長寿命化修繕計画  

道路舗装修繕計画  水道事業経営戦略（水道事業ビジョン）  水道施設耐震化計画   

下水道事業経営戦略  公共下水道ストックマネジメント計画（第２期）  みどりの基本計画   

公園施設長寿命化計画  住生活基本計画  第２次空家等対策計画  安心安全まちづくり行動計画 

第 11次交通安全計画 

  

※危険空き家：不良住宅のうち、周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態にあると認められる空

き家。 



 
 

共生社会実現プロジェクト 

 

◼ プロジェクトのねらい 

全ての市民が、言語や文化、性別等の違いを理解し認め合い、手を取りあえる地域づくりに取り組みま

す。本市の特徴である外国人住民の多さを踏まえ、全国に先駆けた多文化共生の地域づくりに取り組むと

ともに、男女共同参画の推進や人権の啓発を通じて、多様な人材が分け隔てなく活躍できるまちを実現し

ます。 

 

◼ プロジェクト指標 

指標名 
現状値 

（令和５年度） 

目標値 

（令和 11年度） 
解説・算出方法など 

互いに認め合う多文化共生の推進

に関する満足度 
30.2％ 31.7％ 

市民意識調査における

「重点施策 7-1 互いに

認め合う多文化共生の

推進」に関する市民の

満足度 

人権を尊重するまちづくりの推進に

関する満足度 
35.9％ 39.0％ 

市民意識調査における

「重点施策 7-2 人権を

尊重するまちづくりの推

進」に関する市民の満

足度 

 

◼ 基本的方向 

➢ 地域の実情・課題認識 

本市は、他地域と比較して外国人住民が多いという特徴を有

しています。グローバル化の進展や、我が国における外国人材

の受け入れが進む中、本市においても言語や文化の違いを乗り

越え、一層の相互理解を進め、多文化共生の先進地となるよう

な地域づくりに取り組んでいく必要があります。また、外国人の

みならず、多様な人材の活躍に向けては、一層の男女共同参

画や障害者の社会参加の推進に向けた取組が求められて      

います。 

 

 

 

 

 

 

 

共生社会実現 



 
 

➢ 取組の方向性・目指す地域の姿 

 多文化理解の促進とグローバル人材の育成 

 多文化共生の実現のため、言語はもとより、相互の文化・習慣を理解し、認め合うことができる

機会の創出や環境の整備に取り組みます。また、地域の発展のために、直面する課題を自ら発

見し、言語や文化の異なる人と協働して解決できる広い視野と高い志を持ったグローバル人材

の育成を目指します。 

主な取組：出張日本語教室の開催、中学生のグローバル体験活動の推進、小中９年間の一貫

指導による英語コミュニケーション能力の育成 など 

 外国人への支援体制の構築 

 言語や習慣等の違いによる孤立や、市民サービスを十分に受けられない状況にある外国人に

対して、日本の文化・習慣、税や社会保障等の社会制度の知識習得の機会を充実するとともに、

必要なサービスが受けられるよう、支援体制を構築します。 

主な取組：地域の情報やサービスの多言語化の推進、防災・医療分野での連携の強化、外国

人住民が地域づくりに参加できる仕組みづくり など 

・ 多様な人材が活躍できる環境づくり 

 男女共同参画の推進や、人権に関する普及・啓発を通して、性別や障害などで分け隔てること

なく多様な人材が活躍できる地域を目指します。 

主な取組：男女平等教育の推進、基本的人権にかかわる講演会・研修会・学習会の開催、イン

クルーシブ教育※の推進、障害者理解のための啓発活動の推進 など 

 

◼ 「取組の方向性・目指す地域の姿」と対応する施策ごとの取組 

多文化理解の促進とグローバル人材の育成 

取組 関連事業 指標名 
現状値 

（令和５年度 ） 

目標値 

（令和 11年度） 

参照 

ページ 

重点施策 1-2 

方針２関係：英語

コミュニケーショ

ン能力の育成 

学校教育構想

推進事業 

英語の学習が

楽しいと感じ

ている児童・

生徒の割合 

小学校 87.1％ 

中学校 72.2％ 

小学校 90.0％ 

中学校 85.0％ 
Ｐ.60 

重点施策 1-2 

方針４関係：グロ

ーバル人材の育

成 

中等教育学校

教育振興事業 

四ツ葉学園に

おける特色あ

る教育活動の

満足度 

97.6％ 100％ Ｐ.60 

重点施策 7-1  

方針１関係：外国

人が生活に必要

な言語、文化、習

慣を学ぶ機会の

充実 

多文化共生社

会形成事業 

多文化共生事

業への参加者

数 

396人 430人 Ｐ.134 

※インクルーシブ（ｉｎｃｌｕｓｉｖｅ）教育：様々な特性を抱える子どもを含む全ての子どもが、可能な限り同じ場で共に学び、その能

力を最大限発揮できる環境の提供を目指す教育システム。 



 
 

取組 関連事業 指標名 
現状値 

（令和５年度 ） 

目標値 

（令和 11年度） 

参照 

ページ 

重点施策 7-1  

方針２関係：外国

人が就労先で日

本語や生活習慣

を学ぶ機会の創

出 

多文化共生社

会形成事業 

企業等関係機

関と連携した

多文化共生講

座への参加者

数 

173人 190人 Ｐ.134 

重点施策 7-1  

方針３関係：外国

人が地域に参加

できる環境づくり 

多文化共生社

会共生事業 

多文化交流イ

ベントへの参

加者数 

2,566人 2,820人 Ｐ.134 

 

外国人への支援体制の構築 

取組 関連事業 指標名 
現状値 

（令和５年度 ） 

目標値 

（令和 11年度） 

参照 

ページ 

重点施策 7-1 

方針１関係：翻

訳や通訳の推進 

多文化共生社

会形成事業 
翻訳数 147枚 230枚 Ｐ.134 

重点施策 7-1 

方針１関係：災

害時外国人支援

ボランティアの充

実 

多文化共生社

会形成事業 

災害時外国人

支援ボランティ

ア数 

61人 76人 Ｐ.134 

重点施策 7-1 

方針１関係：ごみ

などの生活ルー

ルの周知徹底 

多文化共生社

会形成事業 

生活ガイドブッ

クの配布数 
1,591部 3,250部 Ｐ.134 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

多様な人材が活躍できる環境づくり 

取組 関連事業 指標名 
現状値 

（令和５年度 ） 

目標値 

（令和 11年度） 

参照 

ページ 

重点施策 1-3 

方針２関係：特

別な配慮を必要

とする子どもへ

の支援の充実 

インクルーシ

ブ教育推進事

業 

特別支援教育

研修講座への

参加延べ人数 

238人 300人 Ｐ.62 

重点施策 2-7 

方針２関係：障

害者の地域移行

の支援 

障害者福祉管

理事業 

いせさき福祉ふ

れあいマルシェ

の開催回数 

１回 12回 Ｐ.86 

重点施策 2-7 

方針３関係：障

害者の理解促進 

地域生活支援

事業 

障害者理解促

進研修・啓発事

業への参加者

数 

1,435人 2,000人 Ｐ.86 

障害者センタ

ー管理運営事

業 

障害者センター

利用者数 
12,266人 13,000人 Ｐ.86 

重点施策 7-2 

方針１関係：人

権教育・啓発の

推進 

人権啓発事業 

人権が尊重さ

れていると思う

市民の割合 

76.8％ 80.0％ Ｐ.136 

重点施策 7-2 

方針２関係：男

女共同参画の推

進 

男女共同参画

推進事業 

市の審議会等

における女性

委員の割合 

24.4％ 30.0％ Ｐ.136 

 

◼ 関連計画 

第３期教育振興基本計画  ＳＤＧｓ未来都市計画  第３次障害者計画  第７期障害福祉計画   

第３期障害児福祉計画  第３次人権教育・啓発の推進に関する基本計画  第４次男女共同参画計画 

 

  



 
 

ＤＸ推進プロジェクト 

 

◼ プロジェクトのねらい 

誰一人取り残さない、人にやさしいデジタル地域づくりに取り組みます。行政サービスのデジタル化はも

とより、産業、子育て・教育、医療・福祉、防災など、幅広い分野でのデジタルの活用を推進するための基

盤整備や、利活用促進に向けた支援を通して、効率的なサービスの提供と、全ての市民にとって利便性が

高いまちを実現します。 

 

◼ プロジェクト指標 

指標名 
現状値 

（令和５年度） 

目標値 

（令和 11年度） 
解説・算出方法など 

オンライン化されている行政サービ

ス（手続き）の割合 
－ 100％ 

市の各種手続きのうち

オンラインでの手続き

が可能な割合 

「伊勢崎市はデジタル化が進んでい

る」と感じる市民の割合 
－ 50.0％ 

幅広い分野でのデジタ

ルの活用が進んでいる

と感じる市民の割合 

 

◼ 基本的方向 

➢ 地域の実情・課題認識 

昨今のデジタル技術の進展は著しく、日々、新たな技術が開発さ

れ、あらゆる分野で導入されています。本市においても、これらのデ

ジタル技術を、行政はもとより民間事業者・市民が柔軟に取り入れ、

積極的に活用していくことで、行政の効率化、市民の利便性の向上

や、地域としての競争力を高め、より豊かな地域づくりを進めていく

必要があります。 

 

➢ 取組の方向性・目指す地域の姿 

 デジタル基盤の整備 

 地域のデジタル化の推進に当たっては、行政のみならず様々な

主体による多岐にわたる取組が求められます。それらのデジタルを

活用した取組を支援することはもとより、社会的基盤としての行政

サービスのデジタル化に取り組みます。 

主な取組：マイナンバーカードの利活用拡大、デジタル端末の設置

を含むデジタルの実装、保育業務支援システムの導入等を含む保

育サービスの充実のための支援、医療機関におけるデジタル化推

進の支援 

 

 

ＤＸ推進 



 
 

 デジタル人材の育成・確保 

デジタル化を牽引
けんいん

する人材の育成や確保に取り組み、デジタル社会を着実に推進します。 

主な取組：デジタル機器の活用等を含む学びの充実、ｅスポーツ※の推進等による新産業分野

の育成支援、ＤＸ※推進に向けた職員の育成 など 

 誰一人取り残さないための取組 

 デジタル活用支援・普及啓発を通して、誰一人取り残さない、人にやさしいデジタル地域づくり

の実現を目指します。 

主な取組：デジタル技術を用いたタクシーの活用等を含む交通利便性の向上、アプリの活用等

を含む予防接種の円滑な推進、オンライン予約システムの活用を含む運動施設の利便性の向

上 など 

 

◼ 「取組の方向性・目指す地域の姿」と対応する施策ごとの取組 

デジタル基盤の整備 

取組 関連事業 指標名 
現状値 

（令和５年度 ） 

目標値 

（令和 11年度） 

参照 

ページ 

重点施策 2-3 

方針３関係：デジ

タル技術の活用

による要介護認

定の迅速化 

介護保険運営

事業 

要介護認定申

請から要介護

認定までの所

要日数 

45.3日 37.0日 Ｐ.78 

重点施策 2-6  

方針２関係：ＩＣＴ

を活用した高齢

者の見守り 

在宅サービス事

業 

通信機能付き

電球貸与によ

る見守り対象

者数 

－ 820人 Ｐ.84 

重点施策 7-4  

方針１関係：マイ

ナンバーカードの

利活用 

行政ＤＸ推進事

業 

諸証明発行に

おけるマルチ

コピー機利用

率 

22.7％ 40.0％ Ｐ.140 

重点施策 7-4  

方針１関係：ＡＩ※・

ＩＣＴ活用の推進 

情報システム開

発事業 

情報システム

のクラウド化

率 

36.6％ 41.6％ Ｐ.140 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ｅスポーツ：エレクトロニック・スポーツの略称で、広義には、電子機器を用いて行う娯楽、競技、スポーツ全般を指す言葉で

あり、コンピューターゲーム、ビデオゲームを使った対戦をスポーツ競技として捉える際の名称。 

※ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）：ＩＣＴの浸透が人々の生活をあらゆる面でより良い方向に変化させること。 

※ＡＩ：Artifical Intelligence（人工知能）の略称で、人間の思考プロセスと同じような形で動作するプログラム、あるいは人間が知

的と感じる情報処理や技術といった広い概念で理解されているもの。 



 
 

デジタル人材の育成・確保 

取組 関連事業 指標名 
現状値 

（令和５年度 ） 

目標値 

（令和 11年度） 

参照 

ページ 

重点施策 1-2  

方針２関係：学校

におけるデジタル

技術活用に関す

る教育 

学校教育情報

化推進事業 

授業の中でタ

ブレット端末

や電子黒板を

使うと、分かる

ことやできるこ

とが増えると

感じている児

童・生徒の割

合  

90.8％ 95.0％ Ｐ.60 

重点施策 3-1  

方針１関係：ｅス

ポーツの推進等

による新産業分

野の育成支援 

商業振興対策

事業 

プログラミング

コンテスト参加

者数 

－ 70人 Ｐ.90 

重点施策 3-1  

方針２関係：労働

者へのデジタル

技術習得機会の

提供 

職業訓練事業 

就労支援セミ

ナー等の講座 

開催数（ＤＸ人

材に関する講

座） 

－ 10件 Ｐ.90 

重点施策 7-4  

方針１関係：デジ

タル人財※の育成 

行政ＤＸ推進事

業 

ＩＴパスポート

試験※相当の

研修を受講し

た職員の割合 

1.9％ 13.3％ Ｐ.140 

 

誰一人取り残さないための取組 

取組 関連事業 指標名 
現状値 

（令和５年度） 

目標値 

（令和 11年度） 

参照 

ページ 

重点施策 2-1  

方針２関係：アプ

リの活用等を含

む予防接種の円

滑な推進 

感染症予防事

業 

ワクチン＆子

育てナビ※の

登録者数 

10,778人 

（累計） 

14,000人 

（累計） 
Ｐ.74 

重点施策 2-4  

方針３関係：スポ

ーツ施設のオン

ライン予約システ

ムの活用 

体育施設管理

運営事業 

スポーツ施設

の利用者数 
767,336人 800,000人 Ｐ.80 

※デジタル人財：ＩＣＴの知見を持った上で、自治体におけるＤＸの推進を担う職員。 

※ＩＴパスポート試験：ＩＴを活用する全ての社会人やこれから社会人となる学生が備えておくべき、ＩＴに関する基礎的な知識を有

していることを証明できる国家試験。 

※ワクチン&子育てナビ：スマートフォンや携帯電話などを利用し、予防接種スケジュール管理システムと子育て情報を提供する

サービス。 



 
 

取組 関連事業 指標名 
現状値 

（令和５年度） 

目標値 

（令和 11年度） 

参照 

ページ 

重点施策 2-6  

方針１関係：高齢

者向けスマホ教

室の開催等、高

齢者の情報格差

の解消 

高齢者生きが

いづくり事業 

高齢者向けス

マホ教室の延

べ参加者数 

194人 225人 Ｐ.84 

重点施策 4-4  

方針２関係：デジ

タル技術を用い

た交通利便性の

向上 

タクシー活用事

業 

運転免許証自

主返納者数 

681人 

（令和５年） 

800人 

（令和 11年） 
Ｐ.108 

重点施策 7-4  

方針１関係：書か

ない窓口※の実

施 

行政ＤＸ推進事

業 

書かない申請

書の実施数 
－ 124件 Ｐ.140 

重点施策 7-4  

方針１関係：電子

地域通貨 （ＩＳＥ

ＣＡ）の活用 

電子地域通貨

事業 

電子地域通貨

会員数の本市

人口に対する

割合 

18.6％ 26.4％ Ｐ.140 

 

 

◼ 関連計画 

（仮称）ＤＸ推進計画  第９期高齢者保健福祉計画  第３期教育振興基本計画 

  

※書かない窓口：各種証明の交付や申請・届出等の手続に関する申請様式の記載項目に対する自動印字により、最小限の

記入のみで手続きができる窓口。 



 
 

（３） 重点施策との対応 

 

重点施策と重点プロジェクトの対応関係は、次のとおりです。 

 

政策 

 

重点施策 

 

子育て・教育政策 

1-1子どもを産み育てる環境づくりの推進 

1-2幼児教育・学校教育の充実 

1-3 １人ひとりに寄り添う教育の推進 

1-4児童・生徒の健全な心身の育成 

1-5子どもから若者までの支援の充実 

1-6生涯を通じた学びの機会の充実 

1-7誇れる文化財の保護・継承 

健康・福祉政策 

2-1健康づくりと疾病予防の推進 

2-2地域医療体制の充実 

2-3社会保険制度の健全な運営 

2-4スポーツを楽しむ環境づくりの推進 

2-5地域の支え合いによる福祉の増進 

2-6高齢者の生き生きとした暮らしの推進 

2-7障害者への支援の充実 

産業・観光・文化政策 

3-1商工業の振興と安心して働ける環境づくりの推進 

3-2企業誘致の推進と販路拡大の促進 

3-3効率的かつ安定的な農業の推進 

3-4特長のある観光の創出と振興 

3-5文化活動の継承と振興 

まちづくり政策 

4-1適正な土地利用と良好な景観形成 

4-2魅力ある市街地の形成 

4-3効率的かつ効果的な道路インフラの整備 

4-4利便性の高い公共交通ネットワークの確立 

4-5安定した水道水の供給と下水処理の適正化 

4-6心安らぐ住環境の整備 

安心安全政策 

5-1災害に強いまちづくりの推進 

5-2防犯力の向上と消費者保護の推進 

5-3交通安全対策の推進 

5-4消防・救急体制の充実と強化 

環境政策 

6-1脱炭素社会の推進 

6-2循環型社会の推進 

6-3豊かな自然環境の保全と衛生的な生活環境の推進 

共生・共創・行財政政策 

7-1 互いに認め合う多文化共生の推進 

7-2人権を尊重するまちづくりの推進 

7-3協働まちづくりと地域活動の推進 

7-4効率的かつ安定的な行財政経営の推進 

 

 

 



 
 

 

 

 

 

重点プロジェクト（伊勢崎市版総合戦略） 

少子高齢化対策 

プロジェクト 

産業活性化 

プロジェクト 

暮らしの安心実現 

プロジェクト 

共生社会実現 

プロジェクト 

ＤＸ推進 

プロジェクト 

◎     

◎   ◎ ○ 

◎  ○ ○  

◎     

◎     

◎     

 ○    

◎    ○ 

◎     

    ○ 

○    ○ 

     

◎    ◎ 

 ○  ◎  

 ◎   ◎ 

 ◎    

 ◎    

 ◎    

 ○    

  ◎   

  ◎   

  ◎   

○  ◎  ○ 

  ◎   

  ○   

  ◎   

  ◎   

  ◎   

  ○   

     

     

     

 ○  ◎  

 ○  ◎  

 ○    

 ○   ◎ 

※対応する施策の展開方針及び取組が１つのみの場合は○、２つ以上の場合は◎を記載しています。 





 

 

４ 重点施策 

第３章 













 

（２）重点施策 

 子育て・教育政策  

1-1 子どもを産み育てる環境づくりの推進 

1-2 幼児教育・学校教育の充実 

1-3 １人ひとりに寄り添う教育の推進 

1-4 児童・生徒の健全な心身の育成 

1-5 子どもから若者までの支援の充実 

1-6 生涯を通じた学びの機会の充実 

1-7 誇れる文化財の保護・継承 

未来の担い手が育ち、 

全ての人が成長し続けられるまち 



 

 

 

 

 

 

 

〇 目指す姿 

ライフスタイルや地域コミュニティの在り方など妊娠・出産から子育てを取り巻く多様な変化に柔軟に対

応した環境の中で、安心して子どもを産み育てることができています。 

 

〇 現状と課題   

✓ 晩婚化や出産の高齢化、未婚化などにより少子化が課題となっています。

様々なライフスタイルの人が安心して子どもを産み育てられるよう、妊娠、

出産、子育て期の相談体制や母子の心身の健康に係る支援の充実、子

育て世帯への経済的な支援の継続が求められています。 

✓ 共働き世帯の増加や、育児の孤立化などによる保育ニーズの多様化に

伴い、子育て世代の状況に寄り添った子育て環境の整備が求められて

います。同時に、現場における深刻な人手不足への対応が必要です。 

✓ 就労形態やライフスタイルの多様化などを背景に、人と人、人と地域との

関わりが希薄化し、子どもや子育て世帯の孤立化が課題となっていま

す。親や子どもに対して、地域における関係づくりへの支援が求められ

ています。 

 

〇 施策の展開方針 

方針１：結婚、出産、子育てまでの切れ目のない支援 

妊娠から出産、子育てまでのそれぞれのステージにおいて、子どもを産み育てることへの不安を軽減で

きるよう、相談体制の充実や経済的支援などにより、子育て世帯への切れ目ない支援を行います。 

 

方針２：子育て環境の整備と施策の充実 

多様なニーズに応じて、子育て世帯が安心して利用できる子育て環境の整備を行うとともに、働

き手が安心して継続的に就労できるよう支援します。 

 

方針３：交流の場や情報交換の機会の充実 

児童館などの児童厚生施設をはじめとする様々な施設が、子どもにとっては健全な遊びの場や安心安

全な居場所となるよう、保護者にとっては気軽に情報交換や交流をすることのできる場となるよう、更なる

質の向上に努めます。 

 

 

 

子育て・教育政策 

政策 
重点施策 1-1 子どもを産み育てる環境づくりの推進 

 

 

少子高齢化対策 



〇 目指す姿の実現に向けて重点的に取り組む事業 

 

方針１に基づく事業 

方針２に基づく事業 

方針３に基づく事業 

〇 成果指標 

 

〇 関連計画 

第３期子ども・子育て支援事業計画  子育て支援課所管施設個別施設計画 

妊娠支援事業 不妊治療を受ける夫婦を対象に、治療に係る費用を助成することで経済的な負担の

軽減を図ります。 

乳幼児健康診

査・事後支援事

業 

全ての子どもを対象とする健康診査・健康相談、発達支援等を実施することにより、

疾病の早期発見と発達支援体制を築き、子どもの健やかな成長を促し、保護者の子

育てに関する不安を軽減します。 

こども家庭セン

ター事業 

妊産婦及び乳幼児等の実情の把握や各種相談に応じ、必要な情報提供や保健指導

等を行いながら、母子保健と児童福祉の両機能の連携・協働を深め、虐待への予防

的な対応からヤングケアラーを含む困難を抱える家庭まで、切れ目なく、漏れなく対

応することを目的として、妊娠や出産、子育て家庭に対する相談支援を実施します。 

福祉医療費 医療費の一部負担金を市が福祉医療費として負担することにより、必要な医療を安

心して継続的に受けられる子育て環境の充実を図ります。 

民間保育施設

対策事業 

保育ニーズに対応した保育環境の整備と、保育業務に携わる人への支援のために、

各種補助事業の充実化を図ります。また、保育業務のＩＣＴ化等による施設運営の支

援を図ります。 

民間保育所施

設整備事業 

待機児童が発生しないよう、保育ニーズに対応した適切な民間保育施設の整備を図

ります。 

放課後児童健

全育成事業 

全ての希望者が放課後児童クラブを利用できるよう受け皿の調整を行うとともに、働

き手の確保のための処遇改善に努め、保育の質の向上を図ります。 

児童厚生施設

管理運営事業 

子どもの健やかな成長と、子育てを社会全体で支援する環境整備を目的として、適切

な行事・催しの開催や居場所の提供を図ります。また、子育て支援情報の提供や親

同士の交流が促進されるような事業に取り組みます。 

方針 指標名 
現状値 

（令和５年度） 

目標値 

（令和 11年度） 

方針１ ３歳児健康診査受診率 95.2％ 96.5％ 

方針２ 
保育所等及び放課後児童クラブの待機児童

数 
待機児童なし 待機児童なし 

方針３ 児童センター・児童館の利用者数 171,622人 180,000人 



 

※ＡＩ：Artificial Intelligence（人工知能）の略称で、人間の思考プロセスと同じような形で動作するプログラム、あるいは人間が知的と感じる情報処
理や技術といった広い概念で理解されているもの。 

※非認知能力：「失敗を恐れない心」や「人と関わる力」、「自分で考え、行動する力」等、子どもたちが持っている力を発揮するために大切な能力。 
※伊勢崎ふるさと学習：地域の歴史や文化、自然などの地域の教育資源を活用し、地域のよさを学ぶ学習。 
※学校運営協議会：保護者や地域住民と学校、教育委員会が、ともに学校の教育目標の設定や達成に協働して責任を果たす仕組み。 
※みらい探究：各教科や教科の枠を超えた学びを生かして生徒自身がテーマを決めて追究する学習。 

 

 

 

 

 

 

〇 目指す姿 

グローバル化やＡＩ※等の技術の進展といった変化の激しい社会を生き抜くために必要な知識・技能、思

考力・判断力・表現力に加え、学びに向かう力等の非認知能力※を身に付けている子どもが育っています。 

 

〇 現状と課題 

✓ 公立幼稚園において園児数が減少傾向にある一方、学校教育の基盤となる幼児教

育の一層の充実、保護者からの相談機関としての役割等が求められています。 

✓ 多文化共生社会において、主体的に生きるために必要となる資質・能力を培う

キャリア教育や市独自の小中一貫英語プログラム、伊勢崎ふるさと学習※等の

取組を更に推進するとともに、個別最適な学びと協働的な学びの一体的な充

実を図り、子どもが主役となる教育を実践していくことが求められています。 

✓ 地域のよさに気付き、社会とつながりながら学び続け、地域社会に参画しようと

する意欲を育成するために、地域・家庭との一層の連携が求められています。 

✓ 四ツ葉学園中等教育学校における教育課程の実践を通した成果と課題を基

に、これからの未来と世界で輝く人材育成を行うことが求められています。 

 

〇 施策の展開方針 

方針１：公立幼稚園の取組の一層の充実 

公立幼稚園における体験や遊びを通した学びを重視するとともに、子どものより良い育ちの実現に向

け、子育て支援の充実を図ります。また、他の幼児教育施設、小学校との連携を推進していきます。 

 

方針２：主体的な学びの推進 

個別最適な学びと協働的な学びを視点とした授業改善を行うとともに、ＩＣＴ機器等を効果的に活用し

ながら、非認知能力の育成を図り、自分の興味関心に応じた１人ひとりの主体的な学びを推進します。 

 

方針３：地域や関係機関との連携 

地域の教育力を生かした学校運営の推進に向け、学校運営協議会※等を活用した地域との連携の拡

充や、関係部局等との連携の強化を図ります。 

 

方針４：中等教育学校の特長を生かした教育課程の展開 

地域や世界で活躍できる人材の育成のために、引き続きキャリア教育、グローバル教育を充実させる

とともに、ＳＤＧｓの考え方に基づいた「みらい探究※」の実践等に努めます。 

 

子育て・教育政策 

重点施策 1-2 幼児教育・学校教育の充実 

少子高齢化対策 共生社会実現 ＤＸ推進 



※コミュニティ・スクール：学校運営協議会を設置している学校。保護者や地域住民と学校、教育委員会が、ともに知恵を出し合い、学校

運営に意見を反映し、一緒に協働しながら子どもたちの豊かな成長を支え、「地域とともにある学校」を進める仕組み。 

※カリキュラム・パートナー：本市が協定を結んでいる企業や大学が有する人的・物的教育資源。 

※「未来力」学習講座：児童・生徒が夢や希望を抱き、その実現に向けて目標を持って挑戦する力である「未来力」の育成のために、地

域で活躍している方々に講師となっていただく授業。 

〇 目指す姿の実現に向けて重点的に取り組む事業 

 

方針１に基づく事業 

 

方針２に基づく事業 

 

方針３に基づく事業 

 

方針４に基づく事業 

 

〇 成果指標 

 

〇 関連計画 

第３期教育振興基本計画 

ふたばすくすく

プラン推進事業 

公立幼稚園が地域における幼児教育センターとして、幼児１人ひとりの発達に応じた

援助やプレ幼稚園等による保護者への子育てに関する支援の充実、架け橋プログラ

ムの実施による学校教育との連携を推進します。 

学校教育構想

推進事業 

各教科や領域の学習、学校行事等の教育課程全体において、非認知能力の育成を

図ることにより、自ら考え、判断し、行動できる子どもの育成に努めます。 

学校教育情報

化推進事業 

学習者用端末を計画的かつ効果的に活用し、自律的な学習者を育てるとともに、校

務のＩＣＴ化を推進します。 

学校教育構想

推進事業 

地域の実態に応じたコミュニティ・スクール※の拡充、カリキュラム・パートナー※や「未

来力」学習講座※の充実等を推進します。 

中等教育学校

教育振興事業 

中等教育学校の特長を生かした計画的、継続的な教育に取り組み、確かな学力と豊

かな人間性の育成を重視し、社会に貢献できるグローバル人材を育成します。 

方針 指標名 
現状値 

（令和５年度） 

目標値 

（令和 11年度） 

方針１ 
子育ての悩みがあったら、幼稚園に相談でき

ると考えている保護者の割合 
97.1％ 100％ 

方針２ 
学校の授業内容が分かると感じている児童・

生徒の割合 
92.8％ 95.0％ 

方針３ 
自分の住んでいる地域を誇りに思っている児

童・生徒の割合 
90.4％ 93.0％ 

方針４ 
四ツ葉学園における特色ある教育活動の満

足度 
97.6％ 100％ 



 

 

 

 

 

 

 

 

〇 目指す姿 

 多様な特性や価値観、文化的背景を認め合う幼稚園・学校づくりの推進により、全ての子どもが安全安

心な環境の下で共に学び、互いのよさを大切にし、自分らしく成長できています。 

 

〇 現状と課題 

✓ 不登校、いじめ、ヤングケアラー等の悩みを抱え

る子どもに対し、市と学校、関係機関とで情報共

有を図りながら、個に応じた支援を実施すること

が、より一層求められています。 

✓ 障害や国籍、ジェンダー等、様々な特性を抱える

子どもや保護者に寄り添い、１人ひとりに適した

支援の充実を図ることが、より一層求められてい

ます。 

✓ 子どもが安全安心に学校生活を送る上で、地震

や火災、熱中症等から身を守ることに加え、心理

的安全を確保できる環境の整備が求められてい

ます。 

 

〇 施策の展開方針  

方針１：未然防止、早期発見に向けた支援の充実 

不登校、いじめ、ヤングケアラー等の未然防止や早期発見に向けた「生活アンケート」等の実施による

適切な実態把握に努めるとともに、実態を踏まえた園内及び校内の支援体制の構築や、関係機関と連

携し子どもに寄り添った支援の充実を推進します。 

 

方針２：特別な配慮を要する子どもへの支援の充実 

個々の支援体制の拡充、ＩＣＴ機器の効果的な活用等により、発達支援や日本語指導を必要とする子

どもの実態に応じたきめ細やかな支援の充実に努めます。 

 

方針３：学校施設の整備充実 

学校施設の老朽化や熱中症等の対策、子どもの心理的安全性を図るため、学習環境の改善や安全

安心な教育環境づくりを進め、計画的な学校施設の整備に努めます。 

子育て・教育政策 

重点施策 1-3 １人ひとりに寄り添う教育の推進 

少子高齢化対策 共生社会実現 暮らしの安心実現 



〇 目指す姿の実現に向けて重点的に取り組む事業 

 

方針１に基づく事業 

 

方針２に基づく事業 

 

方針３に基づく事業 

 

〇 成果指標 

 

〇 関連計画 

第３期教育振興基本計画  学校施設長寿命化計画（個別施設計画） 

不登校対策事

業 

これまでの学校風土を転換し、全ての子どもの発達を支える日常的な働きかけに努

めるとともに、関係機関との連携を推進し、子どもと教師の絆づくりや子どもの心の居

場所づくりの充実を図ります。また、人間関係や生活上の課題を把握する心理検査等

の実施や、教師の日常的な実態把握に基づいた支援を行うとともに、子どもが主体的

に話し合う「子ども未来会議」等の実施により、不登校やいじめの未然防止、早期発

見を図ります。 

インクルーシブ

教育※推進事業 

１人ひとりが自分に合った学習機会を得られるよう、子どもの特性を尊重し、個々の教

育的ニーズに応じながら、共に学ぶ教育環境の整備に努めます。また、外国籍児童

生徒学校生活支援助手の拡充やＩＣＴ機器の効果的な活用により、日本語の習得状

況に応じた支援体制の充実に努めます。 

学校施設長寿

命化改修事業 

より良い教育環境を保つために、必要に応じた教室の確保を重点に置いた計画的な

学校整備や、地域防災拠点としても配慮した安全で安心して利用できる施設整備に

努めます。 

学校体育館等

空調設備整備

事業 

学校の体育館は、学習・生活の場であるとともに災害発生時には地域の避難所とな

ることから、熱中症対策としての空調設備の設置を行い教育環境の改善を図ります。 

不登校対策事

業 

スペシャルサポートルーム※の設置により、不登校傾向や学校生活に不安を抱いてい

る子どもが、安心して学習や生活ができるよう支援に努めます。 

方針 指標名 
現状値 

（令和５年度） 

目標値 

（令和 11年度） 

方針１ 
自分の悩みや課題について先生や友達に相

談できる児童・生徒の割合 
79.1％ 85.0％ 

方針２ 特別支援教育研修講座への参加延べ人数 238人 300人 

方針３ 学校体育館の空調機設置率 － 100％ 

※インクルーシブ（ｉｎｃｌｕｓｉｖｅ）教育：様々な特性を抱える子どもを含む全ての子どもが、可能な限り同じ場で共に学び、その能力を最大

限発揮できる環境の提供を目指す教育システム。 

※スペシャルサポートルーム：クラスに入れない子どもや気持ちを落ち着かせたい子どもが利用できる、校内で安心して過ごしたり、学

習したりできる居場所。 



 

 

 

 

 

 

 

〇 目指す姿 

健康教育の充実、栄養バランスのとれた豊かな給食の提供や食育の充実及び安全対策の強化により、

安全安心で生き生きとした生活を送ることができるとともに、自分たちの命は自分たちで守るという安全へ

の高い意識を持った児童・生徒が育っています。 

 

〇 現状と課題 

✓ 社会環境や生活様式の急激な変化により、児童・生徒の

生活習慣の乱れ、薬物乱用、肥満、メンタルヘルス等の

心身の様々な健康課題への対応が求められています。 

✓ 食育の中核を担う学校給食は、発育期にある児童・生徒

の心身の健全な発達に欠かせないものであり、献立の内

容等についての充実が求められています。 

✓ 安全安心な生活を送ることができる環境整備や、児童・生

徒の交通事故、災害、不審者等の様々な危険に対する回

避能力の育成が求められています。 

 

〇 施策の展開方針 

方針１：健康教育の充実 

家庭や関係機関と連携し、自分自身の健康状態に関心を持ち、様々な健康課題を解決・改善できるよう

な資質・能力を身に付け、健康の保持増進に取り組む意欲を育みます。 

 

方針２：食育及び学校給食の充実 

学校給食において献立の工夫や食育指導に取り組むとともに、食物アレルギー対策や調理場の衛生管

理を徹底し、安全安心な学校給食を安定的に提供します。学校給食費の無償化については段階的に実施

します。 

 

方針３：安全教育の充実 

日常生活に潜む様々な危険を予測させ、自分たちの命は自分たちで守るという安全意識を高めるととも

に、学校、家庭、地域、関係機関と連携し、交通安全、防災、不審者への対策を強化します。 

 

 

 

 

子育て・教育政策 

政策 
重点施策 1-4 児童・生徒の健全な心身の育成 

 
少子高齢化対策 



〇 目指す姿の実現に向けて重点的に取り組む事業 

 

方針１に基づく事業 

 

方針２に基づく事業 

 

方針３に基づく事業 

 

 

〇 成果指標 

 

 

〇 関連計画 

第３期教育振興基本計画 

学校保健充実

事業 

日常の健康観察や健康診断に基づく保健指導を適切に行うことにより、望ましい生活

習慣を確立するとともに、子どもたちが主体的に心身の健康の保持増進や感染症、

熱中症等の予防に取り組めるよう、健康教育を推進します。 

学校給食充実

事業 

行事食や日本各地の郷土料理、世界の料理などの献立の作成をするとともに、市内

産農産物を積極的に使用し、生産者と子どもたちをつなぐなどして食育の充実に努め

ます。また、食物アレルギーの対象食品を明示した献立を作成し、個別相談を行い事

故防止に努めるとともに不安の解消を図ります。学校給食費の無償化については段

階的に実施します。 

児童生徒の安

全対策事業 

危険回避能力の育成を図る安全教育を推進するとともに、関係機関と連携して通学

路の安全点検を実施し、交通安全の確保を図ります。また、実践的な防災教育と効果

的な避難訓練により、防災意識を強化します。更に、日常的な安全指導を徹底し、不

審者への適切な対応能力の育成を図ります。 

方針 指標名 
現状値 

（令和５年度） 

目標値 

（令和 11年度） 

方針１ 児童・生徒の朝食摂取率 94.5％ 96.0％ 

方針２ 市内産食材の使用量比率 44.4％ 50.0％ 

方針３ 小中学校対象の応急手当講習の実施校 11校 35校 



 

 

 

の 

 

 

 

〇 目指す姿 

子どもから若者までが社会参加や活動を通じた知識を習得でき、それぞれに応じた適切な支援を受け

て、自立して生きる力が養われ、より良い未来を創り出す次代を担う人材が育っています。 

 

 

〇 現状と課題 

✓ 若者などを取り巻く社会環境は、インターネットやＳＮＳの普及により、有

害情報の氾濫等が及ぼす問題が深刻化しており、地域ぐるみの健全な

心身の育成と環境づくりが求められています。 

✓ 遊びや活動が変化する生活環境の中で、社会参加の機会が減少してい

ます。また、ニートや引きこもり等、若者やその家族などが抱える悩み等

も複雑化しており、相談体制の整備、充実が求められています。 

 

 

〇 施策の展開方針 

方針１：地域ぐるみの健全な心身の育成と環境づくり、社会活動への参加 

青少年関係団体や関係機関等と連携を図り、青少年を取り巻く環境整備を推進するとともに、世代間の

交流等を通じて子どもや青少年が参加できる体験活動等の機会を提供します。 

 

方針２：相談体制の整備、充実及び適正な援助 

気軽に相談できる電話、面接、メール等による相談体制の充実を図り、学校や関係機関との更なる連携

により、適切な助言や支援機関の情報提供を行います。 

子育て・教育政策 

政策 
重点施策 1-5 子どもから若者までの支援の充実 

 

 

少子高齢化対策 



〇 目指す姿の実現に向けて重点的に取り組む事業 

 

方針１に基づく事業 

 

方針２に基づく事業 

 

 

〇 成果指標 

 

〇 関連計画 

なし 

 

青少年対策事

業 

青少年関係団体と地域、行政、学校、家庭が一体となって連携することにより、子ども

たちを健全に育むことのできる環境づくりに地域ぐるみで取り組むとともに、子どもた

ちが安心して体験活動や社会参加活動に参加できる機会を提供し、豊かでたくましい

心身の育成に取り組みます。 

青少年指導セ

ンター運営事業 

若者などからの電話、面接、メール相談など様々な形態で相談体制を充実させ、自立

して健全に生活できるように適切な助言や支援機関の情報提供を通じた支援に取り

組みます。 

方針 指標名 
現状値 

（令和５年度） 

目標値 

（令和 11年度） 

方針１ 体験活動等への参加者数 5,094人 5,000人以上 

方針２ 青少年指導センター相談件数 194件 215件 



 

※生涯学習施設：ここでは、図書館及び生涯学習課が管理する公民館や集会所などをさす。 

 

 

 

 

 

 

〇 目指す姿 

あらゆる世代のニーズに合った学びの機会が充実し、学びの成果を自己実現や地域に生かすことで、

学び合い、支え合い、高め合う、学びの循環をつくり、充実した生活を送ることができています。 

 

 

〇 現状と課題 

✓ 学びを通じて充実した生活を送るため、芸術、スポーツ、趣味等において得た学び

が、新たな学習意欲や自己実現へつながり、更に学びたいという知的欲求が高く

なっています。公民館等で様々な講座を開催していますが、より充実した事業の

実施が求められています。 

✓ 地域と学校が連携・協働し子どもたちの成長を支えていく中で、人とのつながりや

絆の必要性が高まっています。今後は幅広い世代の参画により、地域全体で子ど

もたちの成長を支える必要があります。 

✓ 生涯学習施設※は施設の老朽化が進んでおり、伊勢崎市図書館については、現

代の図書館に求められる多様なサービスの提供が困難な状況にあります。安心し

てより快適に利用できる環境づくりのため、計画的な整備が求められています。 

 

 

〇 施策の展開方針 

方針１：多種多彩な学習機会の充実 

公民館や図書館、まゆドーム等で、講座や自然体験等を実施し、大学とも連携し多種多彩な学習機会を

提供します。また、学習した人が、地域で学びを実践し学ぶ楽しさを地域へ還元する支援を行います。 

 

方針２：地域学校協働活動の推進 

地域と学校の連携・協働を積極的に進め、幅広い世代の地域住民等の参画を促し、子どもの居場所づく

りや地域で子どもを育てる環境を整えます。また、異なる国籍や文化を尊重し合い、共に学び活動できる機

会の提供を行います。 

 

方針３：生涯学習施設の適正な維持管理の推進 

公民館や図書館などの生涯学習施設を計画的に整備し、利用者が安心して快適に利用できる環境を整

えます。 

 

 

子育て・教育政策 

重点施策 1-6 生涯を通じた学びの機会の充実 

少子高齢化対策 



※まなびぃ先生：専門的な知識、技能等を持つ人がボランティア登録し、教え合いや学びを通して、地域づくりや仲間づくりを進

めていく、生涯学習支援ボランティア。 

※１行政区１楽習：各行政区の学習活動を支援する事業。楽しく学ぶことを目的に「楽」習としている。 

〇 目指す姿の実現に向けて重点的に取り組む事業 

 

方針１に基づく事業 

 

方針２に基づく事業 

 

方針３に基づく事業 

 

 

〇 成果指標 

 

 

〇 関連計画 

第３期教育振興基本計画  生涯学習課所管施設個別施設計画  図書館課所管施設個別施設計画 

生涯学習推進

事業 

市民に対し出前講座、まなびぃ先生※事業を実施し、学びの場の提供を行うことで、１

行政区１楽習※の推進を図ります。 

公民館管理運

営事業 

市民に対し学習ニーズに合った学級・講座等を実施し、オンライン申請などを充実す

ることで、より多くの学習機会を提供します。サークル活動等を通して、社会参加の場

を提供し、学びのつながりをつくります。 

まゆドーム親子

ふれあい事業 

子どもやその保護者に対し、環境学習や体験学習の場を提供することで、親子の触

れ合いや世代間の交流を図ります。 

読書の街いせさ

き推進事業 

市民が正しい知識を得て課題を解決し、心豊かな生活を送れるよう、図書館から幅広

い情報を提供・発信するとともに、快適に本に親しめる場を提供します。 

生涯学習推進

事業 

普段得ることができない経験を通じた成長を促すため、児童・生徒等に対して社会活

動や体験学習の機会の充実を図ります。 

公民館管理運

営事業 

様々な人との出会いや社会とつながる経験を通して子どもたちの成長を促すため、学

校・家庭・地域が協働する地域全体で子どもを育てる環境の整備を図ります。 

読書の街いせさ

き推進事業 

公共図書館が学校図書館との連携を通じて学校の教育活動を支援することで、本と

出会う機会の充実と学びの提供を行い、子どもたちの成長を促します。 

生涯学習施設

整備事業 

計画的な整備の推進、長寿命化の推進を行うことで、利用者が安心して快適に施設

を使い、知の拠点として学ぶことができ、心豊かな生活を送ることを目指します。 

方針 指標名 
現状値 

（令和５年度） 

目標値 

（令和 11年度） 

方針１ 
講座や講演会等の生涯学習事業への参加

者数 
236,518人 256,000人 

方針２ 子ども向け事業への参加者数 11,082人 13,000人 

方針３ 生涯学習施設の利用者数 887,021人 1,200,000人 



 

 

 

 

 

 

 

〇 目指す姿 

 市民の宝である文化財の保存や活用、調査研究が進み、市民が文化財に触れる機会が増えています。

それぞれが学び、学んだことを地域に還元することで、文化の継承に役立ち、郷土への愛着が育まれてい

ます。 

 

 

〇 現状と課題 

✓ 歴史文化に対する関心は増していますが、学ぶ機会が少ないのが現状

です。ふるさと意識の醸成や次世代への継承につなげるため、文化財の

調査研究と保存活用、十分な情報発信などが求められています。 

✓ 歴史資料が分散し、資料の適正な保管・活用が十分ではないため、資料

の整理や集約化を行い、快適に学べる環境づくりが必要です。 

 

〇 施策の展開方針 

方針１：文化財の調査研究と情報発信 

歴史的建造物や遺跡、歴史資料、有形・無形民俗文化財※などの調査研究を進め、必要に応じて指定な

どの保存措置を講じます。また、わかりやすい情報発信を行い、地域の文化財を後世に伝えていきます。 

 

方針２：文化財の保存活用 

世界遺産田島弥平旧宅※や、国史跡である女
おんな

堀
ぼり

※、上野国佐位郡正倉跡
こうずけのくにさいぐんしょうそうあと

※、十三宝塚
じゅうさんぽうづか

遺跡※の保存、活

用のための整備を進めるとともに、文化財ボランティアの育成を進めます。これらを活用し、学校教育とも

連携しながら、学びの推進を図ります。 

 

方針３：文化財施設の整備・充実 

歴史資料を適正に保管・活用するための文化財収蔵庫や赤堀歴史民俗資料館、田島弥平旧宅案内所

などの環境整備や長寿命化により、快適に学べる環境づくりを推進します。 

 

子育て・教育政策 

重点施策 1-7 誇れる文化財の保護・継承 

※有形・無形民俗文化財：衣食住や年中行事に関する風俗慣習、民俗芸能(無形民俗文化財)やこれらに使用される衣服や道具(有形

民俗文化財)などの文化財。 

※田島弥平旧宅：蚕の飼育法「清涼育」を完成させた田島弥平が、文久３年(1863 年)に建築し近代養蚕農家の原型となった建物。(世

界遺産・国史跡) 

※女堀：12 世紀中頃に開削された農業用水路跡で、前橋市上泉町から田部井町まで総長 13 ㎞にも及ぶ。工事が中断され、未完成の

まま残された堀。(国史跡) 

※上野国佐位郡正倉跡：殖蓮小学校周辺で確認された奈良・平安時代の役所跡。全国で初めて八角形倉庫が検出され、これが古代

の文献の記載とも一致した。(国史跡) 

※十三宝塚遺跡：奈良・平安時代の寺院跡で、回廊上の中に仏殿や塔が建立されたことが分かり、上野国分寺創建期の瓦や奈良三

彩陶器などが発見された遺跡。（国史跡） 

産業活性化 



 〇 目指す姿の実現に向けて重点的に取り組む事業 

 

方針１に基づく事業 

 

方針２に基づく事業 

 

方針３に基づく事業 

 

〇 成果指標 

 

〇 関連計画 

第３期教育振興基本計画  市史編さん基本計画   

文化財保護課所管施設長寿命化計画（個別施設計画） 

地域文化財資

源保存活用推

進事業 

文化財調査委員会に指導を仰ぎながら、指定文化財の保存や管理、調査研究を推進

するとともに、埋もれた文化財にも光をあて、地域の歴史をより鮮明にしていきます。 

歴史民俗資料

館運営事業 

市民に対して資料の展示や市内文化財の情報を発信し、学びの機会を提供すること

で、文化の伝承やふるさと意識の醸成を図ります。 

市史編さん事業 本市の歴史や文化、自然に関わる資料収集や調査研究を進め、新たな市史を編さん

します。その成果を広く還元するために情報発信にも努め、郷土愛を育みます。 

史跡田島弥平

旧宅整備活用

事業 

建物調査や史資料調査などを行いながら、史跡整備を進めます。文化財を広く公開

することで、地域の特徴ある歴史を学ぶ機会を提供します。 

史跡女堀保存

整備活用事業 

史跡女堀は花しょうぶ園としても著名であり、史跡が市民の歴史と自然に触れる憩い

の場となるよう整備工事を行います。 

史跡上野国佐

位郡正倉跡保

存整備活用事

業 

史跡の公有地化を図り、保存を促進するとともに、史跡の全体像を把握するための調

査を進めながら、それらの成果を市民に還元し、郷土愛を育みます。 

歴史民俗資料

館運営事業 

展示解説や体験学習を補助するボランティアを育成することで、資料館と地域を結

び、地域社会の活性化につなげていきます。 

文化財所管教

育施設整備事

業 

文化財所管施設の計画的な長寿命化を推進するため、整備や改修を進め、市民が

快適に学べる環境を整えます。 

方針 指標名 
現状値 

（令和５年度） 

目標値 

（令和 11年度） 

方針１ 指定・登録文化財件数（累計） 149件 160件 

方針２ 文化財活用事業への参加者数 9,808人 15,000人 

方針３ 文化財所管施設入館者数 9,478人 14,000人 





 

 

 健康・福祉政策  

2-1健康づくりと疾病予防の推進 

2-2地域医療体制の充実 

2-3社会保険制度の健全な運営 

2-4スポーツを楽しむ環境づくりの推進 

2-5地域の支え合いによる福祉の増進 

2-6高齢者の生き生きとした暮らしの推進 

2-7障害者への支援の充実 

誰もが健康で互いに支え合いながら 

生き生きと暮らせるまち 



※平均余命：ある年齢の人が、その後何年生きられるかの期待値であり、ここでは０歳での平均余命を示す。 

※健康寿命：日常に介護を必要としない、自立した生活ができる生存期間のこと。ここでは、日常生活動作が自立している期間

の平均（平均自立期間）を使用。 

 

 

 

 

 

 

 

〇 目指す姿 

全ての人が自身や大切な人の健康を気遣い、心身ともに健やかであり続けられるよう健康づくりに努め

ています。 

 

 

 現状と課題 

✓ 高齢化の進行に伴い、健康への関心が高まっています。市民が主体的

に健康づくりを始めるための正しい情報の提供や環境整備が必要となっ

ています。また、健康づくりを継続できるよう適切な支援が必要です。 

✓ 悪性新生物、心疾患、脳血管疾患が死亡原因の上位を占めています。

これら生活習慣病の早期発見・早期対応と重症化予防に向けた効果的

な対策を推進する必要があります。 

✓ 社会環境の変化などに伴うストレスや悩みからうつ病などのこころの病

気を抱える人が増えています。悩みに対応できる身近な相談体制の充

実と強化が必要です。 

 

 

〇 施策の展開方針 

方針１：市民の主体的な健康づくりへの支援 

健康寿命の延伸に向けて、疾病の一次予防に重点を置いた健康づくりを推進し、地域と行政が一体とな

り、市民の健康意識を高め、健康づくりの場の提供と健康情報の発信を行います。 

 

方針２：疾病の早期発見、早期対応と重症化予防 

各種健（検）診等の実施体制の整備と受診率向上対策に努めるとともに、生活習慣病等に関する正しい

知識の普及啓発を継続し、疾病の早期発見や重症化予防に努めます。 

 

方針３：こころの健康づくりへの支援 

命やこころの健康に関する正しい知識の普及啓発及び人材育成に努めるとともに、関係機関と連携し、

生きる支援として自殺対策を推進します。 

 

 

 

 

健康・福祉政策 

重点施策 2-1  健康づくりと疾病予防の推進 

81.1

87.1

79.4

83.7

76 78 80 82 84 86 88

男性

女性

平均余命※と健康寿命※

（令和4年）

平均余命 健康寿命

（歳）

差1.7

差3.4

少子高齢化対策 ＤＸ推進 



〇 目指す姿の実現に向けて重点的に取り組む事業 

 

方針１に基づく事業 

 

方針２に基づく事業 

 

方針３に基づく事業 

 

〇 成果指標 

 

〇 関連計画 

「健康いせさき 21（第３次）」健康増進計画・食育推進計画  第２次自殺対策推進計画   

健康づくり推進

事業 

ＳＮＳをはじめとする様々な媒体を活用した健康情報の発信や健康づくりの場の提

供、電子地域通貨（ＩＳＥＣＡ）を活用した健康ポイントの導入に取り組みます。また、地

区組織との協働により、日常生活の中で健康を意識する機会を増やし、自然に健康

になれるような環境を整備します。 

疾病予防対策

事業 

各種健（検）診や健康相談、ＳＮＳをはじめとする様々な媒体を活用した生活習慣病に

関する正しい知識の普及啓発により、疾病の早期発見と重症化予防に努めます。ま

た、がん検診の精度管理※体制の強化に努め、がんの早期発見・早期対応につなげ

ます。更に電子申請を活用した検診予約の導入に取り組みます。 

感染症予防事

業 

適正かつ円滑な定期予防接種を推進するため、アプリも活用しつつ、感染症の発生

及びまん延の防止と重症化予防に取り組みます。 

精神保健事業 ＳＮＳをはじめとする様々な媒体を活用したこころの健康に関する啓発や、ゲートキー

パー※の育成により、自殺予防について知識や理解がある人を増やし、自殺対策を推

進します。 

方針 指標名 
現状値 

（令和５年度） 

目標値 

（令和 11年度） 

方針１ 健康寿命（平均自立期間） 

男性 79.4歳 

女性 83.7歳 

（令和４年） 

男性 79.5歳 

女性 84.1歳 

（令和 10年） 

方針２ がんの 75歳未満年齢調整死亡率※ 
64.7 

（令和４年） 

58.4 

（令和 10年） 

方針３ 自殺死亡率 
25.5 

（令和５年） 

12.0 

（令和 11年） 

※がん検診の精度管理：質の高い検診を安定的に行う仕組みのこと。がん検診の目的（がん死亡率の減少）を達成するために

必要不可欠なもの。 

※ゲートキーパー：自殺の危険を示すサインに気づき、適切な対応（悩んでいる人に気づき、声をかけ、話を聞いて、必要な支援

につなげ、見守る）を図ることができる人のことで、言わば「命の門番」とも位置付けられる人のこと。 

※年齢調整死亡率：年齢構成の異なる集団について、死亡状況の比較ができるように年齢構成を調整した死亡率（人口 10 万人

当たりの死亡者数）。 

 



 

※地域医療構想：将来の医療ニーズに対応する医療体制をつくるため、地域の医療機関の役割分担や連携の仕組みを構築

する取組。 

※一次救急医療：入院や手術の必要がなく、帰宅可能な軽症患者に対して行う救急医療。 

※二次救急医療：生命の危険は少ないが、入院や手術が必要な患者に対する救急医療。 

 

 

 

 

 

 

〇 目指す姿 

十分な医療従事者が確保され、高度な医療の提供と医療機関等が連携して地域内で完結する医療提

供体制が整い、いつでも安心で安全な医療を受けることができています。 

 

 

〇 現状と課題 

✓ 本市では、病院や診療所、歯科診療所で地域医療体制を維持していま

す。今後更に、診療情報の発信や群馬県地域医療構想※を踏まえた医

療機関の連携強化・効率化のためにデジタル化推進の支援などの取組

が必要です。また、一次救急医療※機関として伊勢崎佐波医師会病院に

休日夜間急患センターを設置し、二次救急医療※機関としては市内８病

院で救急患者を受け入れる体制を整えています。今後も救急医療体制

の充実を図っていく必要があります。 

✓ 伊勢崎市民病院は、急性期医療を担う公立病院として、救急医療や高

度医療、がん診療などの良質な医療の提供が求められています。また、

地域の医療機関の状況、医療圏の動向、高齢者の医療介護需要の増

加などの環境の変化に柔軟に対応することが必要とされています。 

 

 

〇 施策の展開方針 

方針１：医療提供・救急医療体制の充実 

関係機関や地域の医療機関との連携強化やデジタル化推進の支援を実施し、市民が地域で安心安全

な医療サービス及び救急医療を受け続けられる体制を目指します。 

 

方針２：伊勢崎市民病院の医療提供体制の整備 

医療従事者の確保を図るとともに高度な先進医療を提供するための医療器械器具の整備やデジタル技

術の活用により、いつでも安心して安全な医療を受けられる医療提供体制を整備します。 

 

 

 

 

 

 

健康・福祉政策 

重点施策 2-2 地域医療体制の充実 

少子高齢化対策 



※災害拠点病院：災害時に傷病者の受け入れや医療救護班の派遣等を行う病院。 

〇 目指す姿の実現に向けて重点的に取り組む事業 

 

方針１に基づく事業 

 

方針２に基づく事業 

 

 

〇 成果指標 

 

 

〇 関連計画 

伊勢崎市民病院経営強化プラン 

医 療 機 関 の 連

携 支 援 と 情 報

の周知事業 

病院や診療所などの特色や機能の情報提供、かかりつけ医を持つことの啓発を通じ

て、市民が適切な医療サービスを受けられるようにします。 

病院・休日夜間

診療事業 

一次救急医療、二次救急医療体制を運用し情報提供を行うことで、市民が適切な救

急医療を受けられるようにします。 

伊 勢 崎 市 民 病

院 医 療 体 制 整

備事業 

二次救急医療機関、災害拠点病院※として、救急・災害時医療及びがん診療・小児周

産期医療体制の充実を図るとともに、良質な医療を提供するため、医療従事者の確

保と育成、デジタル技術の活用を図ります。 

伊 勢 崎 市 民 病

院 器 械 器 具 整

備事業 

地域の中核病院として、高度な医療水準をもって市民の医療ニーズに応えられるよ

う、医療器械器具の整備を進め、医療提供体制の充実を図ります。 

方針 指標名 
現状値 

（令和５年度） 

目標値 

（令和 11 年度） 

方針１ 休日夜間急患センターの開設日数 365 日 365 日 

方針２ 災害医療活動訓練への参加者数 131 人 180 人 
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